
●新しいタイプのミドル･マネジメントに向けて
今、中間管理職にとって気になる2つの議論が
ある。1つは｢フラット組織論｣、もう1つは｢中間
管理職不要論｣である。企業にイントラネットや
電子メールなどが導入され、全社での情報共有が
徹底的に進む。部門間の壁を超えて社員が自由に
結び付く。組織の階層を超えてトップと末端の社
員が直接的に結び付く。この結果、フラットな組
織構造が生まれ、中間管理職が不要になる。こう
した議論である。しかし、フラット組織は21世紀
に向けて、これから始まる企業進化とミドル･マ
ネジメント進化の物語のプロローグに過ぎない。
これから始まるのは、力量ある中間管理職が、イ
ントラネットや電子メールなどの情報システムの
助けを借りて、企業の主役として縦横に活躍する
物語なのである。その舞台で活躍する中間管理職
こそが｢創発型ミドル｣と呼ばれる新しいタイプの
ミドル･マネジメントである。
●創発型ミドルに向けての発想転換
創発型ミドルへ進化していくためには、そのマ
ネジメントの発想とスタイルを次のように転換し
ていかなければならない。
＊情報の扱いに熟達せよ
中間管理職は、情報機器の扱いに習熟すること
や情報システムの導入といった課題だけに目を奪
われてはならない。｢情報の扱いの上手な企業｣に
なるための課題に取り組むべきである。そのため
には、業務プロセスの革新、企業文化の変革、マ
ネジメントの進化という課題についても、これを
明確な視野におさめ同時に進めていく必要があ
る。
＊ナレッジとノウハウを共有せよ
実際のビジネスの場面での情報共有はデータだ

けでなく、ナレッジ(知識)、ノウハウ(智恵)も含
めたものでなくてはならない。同時に、伝える人
間と伝えられる人間との間で共鳴(共感)が起こさ
れなければならない。
＊ナレッジの共有には、生きた言葉で対話せよ
電子メールは、日常会話と業務文書によるコミ
ュケーション手段の中間の特徴を持っている。多
くの場合、日常的な生きた言葉で語られるため、
豊かなナレッジを伝えることができ、記録性と共
有性があるため、伝えられた豊かなナレッジを企
業全体や組織で共有することができる。
＊ノウハウの共有のためには豊かな共感の場を創
出せよ
ノウハウを共有するためには、不特定多数のメ
ンバーの間に、あるいは組織全体に豊かな｢共感
の場｣が必要である。このための有効な手段がイ
ンターネットなどのネットワークを利用して集ま
った電子コミュニティの活性化である。
＊電子メールはマネジメントの鏡として活用せよ
中間管理職は、電子メールを単なる業務連絡の
道具としてだけでなく、それを自らのマネジメン
トの手段にするとともに、さらに進んでそれを自
らの鏡にすべきである。そして、その鏡を前に、
｢自分は部下に“生きた言葉”で語りかけている
か｣｢自分の組織において仲間や同僚を助けようと
する豊かな“共感の場”が形成されているか｣を
謙虚に問うべきである。
＊｢プロデューサシップ｣へと成熟せよ
これまでのリーダーシップというスタイルをプ
ロデューサシップと呼ぶべきスタイルへと成熟さ
せていくべきである。すなわち、①将来設計より
将来構想(ビジョン)を重視する組織運営スタイル
へ、②プロジェクトや業務にとっての障害や問題

が発生する前に、その障害を除去し問題そのもの
の発生を防ぐ、③メンバーの人間性を深く理解し、
メンバーの相性を判断し、協働作業の円滑化を図
ることが必要となる。
＊衆知を集めた単独決断に挑戦せよ
これからは、“稟議と根回し”という古い意思
決定のスタイルに代わり“意見聴取による単独意
思決定”が主流となろう。したがって、衆知を集
める能力と独りで決断する能力が必要となる。
＊「イントラプレナー」を育成せよ
これからの時代に求められる人材は、企業内に
おいて起業家としての発想とスタイルを持って活
動できるイントラプレナーである。このイントラ
プレナーの成長を助長する環境条件を創出するの
が企業の情報化である。
＊｢ボランティア文化｣を創造せよ
これからの時代には、組織が歩んでいくべき目
標を自ら設定し、自らの役割を自発的に発見して
いく｢ボランティア型人材｣が求められる。そして
企業文化もこれに合わせて｢ボランティア文化｣へ
と成熟させていく必要がある。古い企業文化を変
革し、新しい企業文化を創造するための処方はイ
ントラネットの導入にある。
●｢自己変革｣にまさる｢企業変革｣の道はない
中間管理職は、｢自己変革｣の重要性を理解すべ
きである。そして、情報システムの導入、業務プ
ロセスの革新、企業文化の変革、マネジメントの
進化の4つの課題を成し遂げたとき、企業は真の
意味での｢情報化｣を実現するのであって、その情
報化された企業を舞台として、新しいマネジメン
トの発想とスタイルを身に付けた中間管理職が活
躍する時代、すなわち｢創発型ミドルの時代｣が幕
を開けるのである。

力あるミドルが生き残る
中間管理職から創発型ミドルへの進化

株式会社日本総合研究所取締役事業企画部長 田坂広志氏
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◆ユーザ事例
＊紀陽銀行－本部･営業店情報系構築基盤システム
｢BRaMS｣採用で新情報系システム基盤強化 (5面)

＊岡三証券/岡三情報システム－オープン･エンター
プライズ･サーバ｢ITASCA3800｣が本格稼働 (6面)

＊ヤマダ電機－｢新店舗情報システム｣｢新物流システ

ム｣を運用 (16面)
◆ IT最前線
＊日本ユニシス－日本初の電子現金｢ecash｣実験
に参加 (7面)

＊大競争時代の企業経営のあり方 (10面)
＊戦略的情報システム部門の実現 (11面)

＊UNIXシステム｢USファミリ｣ (12面)
＊CALS EXPO International 1997 Tokyo (13面)
＊PCによる情報活用系システムの構築 (14面)
◆News From Unisys
＊日本ユニシス－3次元CAD/CAMシステム
｢CADCEUS/MoldDesign｣を販売開始/日本ユ

ニシス情報システム－｢U-net SURF｣ダイアル
アップIP接続サービス料金改定/日本ユニシ
ス－城山町社会福祉協議会にパソコンを寄贈/
ユニアデックス－ファイアウォール･セキュリ
ティ･システム販売開始 (15面)

①金融ビッグバンを勝ち抜く情報技術
②ERPパッケージによる企業革新（2）特集
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これまでの日本の金融自由化は、できるところか
ら漸進的に実現させるというステップ･バイ･ステッ
プ型の規制緩和であった。そこでは最終的に日本の
金融システムがどうあるべきかというビジョンがは
っきりしていなかった。そうこうしているうちに、
日本の金融システムは不良債権の問題ばかりでな
く、ジワジワと不治の“病い”にかかりつつあり、
手遅れになりかねないところまできてしまった。
中長期的に見た場合、“病気”の第1は、個人金融
資産の収益率低下である。2番目は、銀行の情報力、
商品開発力、リスク許容度といったものが低下して
いること。3番目は｢世界の中の日本｣と盛んにいっ
ている割にはプレゼンスが乏しく、世界への貢献が
見られないことである。
不良債権の問題の先送り、資産運用の効率低下、
リスク負担能力の欠如、国際貢献にならない資金活
用、金融サービス業の劣化、公的資金の肥大化、不
祥事の連発といった好ましからざる現象を全体とし
て見れば、日本の金融はまさに危機的である。こう
した危機認識が金融ビッグバン(金融システム大改
革)の原動力となったのである。

危機回避を狙いとする金融システム改革の具体的
な内容は、証券化の進行、一方では資金運用面での
依然として変わらぬ間接金融異存、他方では証券発
行による資金調達の増大、そして証券運用に強い金
融機関の顕著な伸び(銀行離れ)といった、今現実に
起きている金融現象によって規定される。これらは
改革の触媒として働く。
ビッグバンは日本の証券市場システムの再構築が
軸となって実現されるべきである。なぜなら、ビッ
グバン改革の3原則(自由、公正、国際的整合性)を
最も明確に具体化できる金融システムは証券市場シ
ステムであるからである。また、改革の触媒となる諸
現象も証券市場システム確立への動きと理解できる。
証券市場改革の骨子は次の点に集約される。
＊競争的市場機構の確立

投資家保護の観点のみならず、そもそも市場が市
場として機能するためにも不公正な取引に対する厳
しい措置が必要である。ディスクロージャの徹底と
不公正取引の禁止、この2点がこれからの市場にお
けるルールの基本とならなければならない。
＊証券市場改革の主な内容

(1)投資手段の多様化

投資家の多様化･複雑化したニーズに応えられる
多様な投資商品の供給が可能な仕組みを構築する。
(2)市場間競争の導入

幅広い企業に証券市場での資金調達の機会を認め
ていくことが必要であり、このために、取引所集中
業務の撤廃、店頭登録市場の位置付けの見直しと機
能の強化、未上場･未登録株の証券会社による取り
扱いの解禁などが必要である。
(3)証券業への参入促進

既存証券会社の経営姿勢の見直しだけでなく、新

たな証券業者の参画は不可欠である。これを具体的
に進める措置としては、持株会社の活用、証券業の
免許制の廃止･登録制への移行、手数料の自由化が
必要となる。
(4)事後的な投資家保護の充実

ディスクロージャの充実、不公正取引の厳禁に加
え、証券市場に参加する投資家が証券会社の倒産な
どから不測の損害を被らないようにする投資家保護
制度も不可欠である。この具体策として、自己資本
充実(自己資本比率規制)、徹底した顧客資産分別管
理と寄託証券補償基金制度の拡充が必要である。

●ビッグバン戦略の1つの核となる金融持株会社の

解禁と新規参入の促進

ビッグバンの主な実施項目は図のとおりである
が、その狙いは、東京市場の復権と日本金融の危機
回避にある。その戦略は、金融機関の強化と金融資
本市場の強化、あるいは｢範囲と規模の経済｣の追求
と競争的市場組織の創設･拡大にある。力点をどち
らに置くかで、改革の理解が異なるが、本来は両者
が互いに補完し合うべきものであろう。
ビッグバンの1つの核となるのが金融持株会社制
度の設立である。これは金融機関の経営にかなりの
メリットをもたらすことになろう。具体的には、事
業の管理統轄の柔軟性強化、金融業界内の業界再編
の促進などが考えられる。
日本版ビッグバンでは、自由競争による既存金融
機関の再編成が不可避であることが予想されるこ
と、国内金融機関の国際競争力の観点から金融機関
の収益力や資本効率の改善、金融機関ごとの得意分
野への経営資源の集中と不得意分野の切り捨てとい
った事業再編が不可欠であることから考えて、金融
持株会社が日本の金融サービス産業の将来にとっ
て、非常に重要なツールになることは間違いない。
また、金融持株会社の活用は、新規参入の促進を
進める具体的な措置として重要なことである。金融
持株会社制度は金融資本市場の競争性を損なうこと
なく、むしろ、それを高める方向で利用されなけれ
ばならない。
●産業資金供給から資産運用管理サービスへ

ビッグバンによって、日本の金融は産業資金供給
重視の仕組みから、資産運用管理を重視するサービ
スの仕組みに変わっていく。
金融機関は、預金者あるいは資金提供者に最善の
利益を長期にわたって提供できなくてはいけない。
これを実現する過程では、預金者を従にし、産業資
金供給を主とする、これまでのメインバンク･シス

テムの変革が迫られよう。また、企業年金などの企
業における資産運用においては、機関投資家を選別
して運用技術を活用するようになる。機関投資家の
成熟が期待される所以もここにある。
自由な市場参入や多種多様な商品･サービスが登
場するようになると、現在のような業態別、業法ご
とのルールでは利用者の混乱は避けられない。投資
商品と市場参加者を横断的にカバーする金融サービ
ス法の制定によって、取引の枠組み、ルールの整備
が進められることになる。
●第2次ビッグバンの必然性

今回のビッグバンは、銀行、証券、保険などこれ
まで通り縦に割られた審議会が、それぞれにまとめ
たものであり、それらの内容には整合性が欠けてい
る部分が少なくない。さらに、日本の金融を支えて
いるのは、銀行、証券、保険だけではない。金融シ
ステムの中での大きな存在は郵便貯金から簡保、財
投、年金に至る公的金融システムである。公的金融
システムの改革はまったく別の行政改革の観点から
議論されている。その結果は足並みの乱れである。
さらに、銀行、証券、保険、公的金融機関以外の
リース業、農林関係金融機関など大蔵省管轄外の金
融市場･金融サービスの改革は手つかずである。ま
た、資産運用の側面からは不動産市場においても不
動産の証券化、所有と経営の分離などもビッグバン
の大事な課題である。こう見てくると、日本の金融
を横断的･総括的に改める第2次ビッグバンが不可欠
であるということになる。

ビッグバン構想が具体化されるに伴い、これから
の企業システムは金融の面から大きな変化が出てく
ることが予想される。それは、良いもの、安いもの
が生き残るマーケットの原理が金融の世界で通用す
る時代になるということである。商品やサービスの
選択決定権はエンドユーザである資産運用者であ
り、自己責任の重要性を認識しなければならない。
外為法の自由化で商社をはじめその他の企業が自
ら自分の手で行うこともできるようになる。コンビ
ニエンスストアが電子マネーを活用して銀行業に近
い決済サービスを提供するようになるかもしれな
い。商社の証券業への参入は具体化の運びにある。
こうなってくると、もたれあいからの離脱、利用
者としての識別眼の向上、年金の運用規制緩和など
に伴う企業資産運用･管理、ストック･オプション、
ROE重視の経営や株主代表訴訟など｢市場に聞く経
営、変化する企業統治の仕組み｣が重要な課題にな
ってこよう。
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日本版ビッグバン
企業システムは今後どう変わるか

大阪大学教授 蝋山昌一氏

金融ビッグバンを勝ち抜く情報技術特
集
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改革の原動力－金融危機をもたらした要因

柱となる証券市場の再構築

これからの企業システムの変化

UN

加速する金融システム改革

★金融持株会社の解禁　　　　　　�
◎外国為替取引完全自由化　　　　�
◎債権の流動化に関する法制定　　�
◎短期金融市場の整備　　　　　　�
◎ノンバンクによる社債発行　　　�
◎投資信託の窓口販売　　　　　　�
○銀行、証券、信託の子会社の業務完全自由化
○専門金融機関制度の撤廃　　　　�
△電子マネーに関する法制定　　　�
△生保、損保の窓口販売　　　　　�

★証券総合口座の解禁　　　　　　　�
★持株会社の解禁　　　　　　　　�
★未上場･未登録株の取り扱い解禁  �
◎証券デリバティブの全面解禁�
◎投信の利便性向上　　　　　　　�
◎有価証券の定義見直し　　　　　�
◎取引所集中義務の見直し　　　　�
◎店頭市場の流通改善　　　　　　�
◎証券業者の登録制移行　　　　　�
○手数料の完全自由化　�

銀
行
分
野�

証
券
分
野�

★持株会社の解禁　　　　　　　�
◎損保料率の自由化　　　　　　　�
○保険会社のトレーディング勘定に時価会計
　を導入　　　　　　　�
○保険商品の届け出範囲の拡大　　�
△保険会社と他の金融業態間の参入促進　　

保
険
分
野�

そ
の
他�

○投資家･消費者保護法の制定�
○連結財務諸表制度の見直し�
○金融商品への時価会計導入　�

（注）★は97年度中にも実施、◎は98年度に実施、○は99年度中、△は2001年度までに実現�
一部推定含む�

日本版ビッグバンの主要実施項目
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金融業界の激動の時代を迎えて、内部管理とマー
ケティングの強化、そしてその両者の業務的な融合
が、重要な対応ポイントであると指摘されている。
内部管理機能は、収益･リスク･コストの管理がその
中核である。これらは従来より対応が努力されてい
るが、その管理･統制の仕組みを一層高度化するこ
とが求められているのである。
例えば、｢商品｣という観点から考えれば、昨今の
新商品は、金融機関側が顧客側のリスクを保証する
タイプのものが多い。固定変動選択型住宅ローン、
郵貯型期日指定定期、元本保証型商品ファンド、石
油価格逆連動ローンなど、列挙すればきりがないが、
これらは金融機関側にその商品特有のリスクに関す
る管理の仕組みができていてこそ安心して販売でき
る商品であるといえよう。
そして、その商品固有のリスク量を計量化し、そ
れをいかにヘッジなり、リスクテイクなりしていく
かという比較的短期的な議論とその商品をバランス
シート全体のどの程度の割合まで保有するのかとい
う中長期的･戦略的な議論とをクリアする必要が出
てくる。
さらに、中長期的にどの程度のポジションを各商
品が占めるべきかの目標が立てば、その目標に向か
って取引量を増加ないし減少させるべく、統制を行
っていく必要がある。
最終的には、商品価格戦略や業績評価制度なども
連携して目標ポジションを維持可能なようにコント
ロールできてはじめて、リスク･マネジメントが実
務的に稼働した状態であるといえるのではないだろ
うか。これは極端な考察かもしれないが、従来からの
趨勢を思えば、ビッグバン以降の時代には常識化し
ていくように思えてならない。
こうした金融機関のコントロール･メカニズムは、
現在でも多くの金融機関が整備を急いでいるが、そ
のポイントは、
＊リスクや収益の計量化(市場リスク、信用リスク
など)
＊中長期的な全社ポジションの計画
＊総合予算管理による全社ポジション調整
＊コストを加味した採算管理
＊それらのマーケティング行動との融合
の5点に集約されると考えられる。

コントロール･メカニズムを支えるCSF(クリティ
カル･サクセス･ファクタ＝主要成功要因)は｢トラン
スファー･プライシング(TP)｣である。TPは従来よ
り、収益管理の手法として、差額法、総額法、また
部分個別法などの方式で用いられてきた。
ここ数年、ほぼすべての取引について個別法を採
用する｢全面個別法｣が大手銀行を中心に用いられ始
めた。これは、預金･貸金などの取引のプライシン
グ、すなわち、約定レートの決定ルールが、日々の
市場レートにかなり敏感になってきたことの影響度
が高い。

したがって、営業店収益から金利変動
の影響を極力排除することが重要になり、
取引の収益評価単位を科目別から個々の
取引別に詳細化する必要性が高まったの
である。
こうなると営業店収益からリスクは排

除されるが、ALMの観点から、全行ベー
スの金利リスク･ポジションを把握する際
には問題が残る。つまり、営業店のスプ
レッドを保証するようなTPでは、営業推
進政策的な値引きコストや商品固有のリ
スクなどがALMポジションに転嫁されて
しまうのである。
そこで、純粋なALMポジションを把握
するために、営業店から振り替えられた
ポジションを一旦営業店部門にプールし、再度市場
レート水準のTPでALMへ振り替える2段階型の資金
トランスファー構造が考案された。
さらに、｢営業推進的TPと市場レート水準TPとの
差は何か｣という議論がここで発生し、それを整理
するために、｢金融機関収益の源泉は何か｣｢それぞ
れの源泉(金融機関の付加価値)に見合う収益水準と
は何か｣｢それらを管理統制すべき組織は何か｣とい
う金融機関のビジネス構造の問題へと発展してきて
いる。
付加価値と組織について例示すれば、
＊営業活動＝営業店など
＊事務サービス＝営業店･事務集中･EDPなど
＊マーケティング＝営業推進など
＊信用リスクのリスクテイク＝審査など
＊商品固有のプリペイメントなどのリスク＝商品企
画など(現状ではこの組織を明確化している金融
機関は少ない)

＊市場/プライム間の格差変化および変更時差によ
るベーシス･リスク＝プライム決定組織(現状では
合議体であることが多い)

＊中期的な金利リスクのリスクテイク＝ALM
などである。
仮に、この7種の付加価値について、見合い損益
を明確化するためには、営業組織から順番に6段階
の資金トランスファーを行うことになる。
現実的には、図1のように4階層前後の構造であれ
ば実現性が高く、信用リスク計
量化、商品別原価計算、プリペ
イメント･リスク評価などのテー
マを解決して組み入れれば、そ
れぞれのコントロール手段が具
体化する。その時には、7階層構
造程度にモデルが拡張されるこ
とになろう。
こうした構造化を経て、各種

のリスクやコストを調整した上
での同一尺度での収益評価が実
現でき、また経営上の施策や営
業推進上の施策から取引ボリュ
ームをコントロールしてバラン
スシートの質を向上させるよう
に導くことが可能になる。

日本ユニシスは十数年にわたって、TOPPSシリ
ーズ、Tipplerシリーズを中心に、金融機関の経営情
報系システム構築をサポートし、延べ150以上のユ
ーザを支援してきた。
この経験をもとに、時代の変貌に合わせて統合的
なシステム･サポートを実現すべく企画したのが
｢PRINCIA21(Profit & RIsk Nucleus Control Integrated
Application for 21st century)｣である。これは、上記の
業務要件に沿って企画･開発されている、総合リス
ク収益管理システム･コンセプトであり、そのコン
セプトに基づく以下のソリューション･ソフトウェ
ア商品群で構成される。
＊PRINCIA21/MaRCS
＊PRINCIA21/ALMⅡ
＊PRINCIA21/BPCⅡ
＊PRINCIA21/原価･採算管理(仮称、企画中)
＊PRINCIA21/信用リスク管理(仮称、企画中)
＊PRINCIA21/統合DB
その全体像は図2のとおりである。

市場リスクを計量的に把握することがこの
｢MaRCS｣モジュールの目的である。 (4面につづく)

リスク管理システムの動向と日本ユニシスの対応
総合リスク収益管理システム｢PRINCIA21｣を中心に

日本ユニシス株式会社
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図2 PRINCIA21のシステム機能全体像

図1 トランスファー･プライシングによるリスク所在の明確化例
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機能は、金融機関の内部管理のグローバル･スタ
ンダードともいうべきBIS規制の要件に合致させて
いる。機能構成は図3のとおりである。
｢リスクベクトル分析｣｢リスクファクタ分析｣

｢Value-at-Risk分析｣は、基本的に日次で利用され、
市場性取引を中心とした対象取引の市場リスクを評
価可能である。そこから日々のヘッジないしリスク
テイクの行動方針が検討され、あるいはその実施が
事後的に評価されることになる。

全社ポジションについての現状把握と中長期的な
計画がこの｢ALMⅡ｣モジュールの目的である。
ALMについては、従来型のALM支援機能に加えて、
時代の要請に即した新機能を追加･統合してある。
機能構成は図4のとおりである。
市場リスク管理では日々のポジション調整がなさ
れるのに対して、ALMでは中期的なポジション調
整を指向することが多い。市場リスク管理と同一の
｢経済価値｣という観点と、期間損益を生み出すラダ
ー情報とを勘案しながら、中期的なシナリオを立案
し、また期間損益的なリスク量をEaRなどで評価す
ることで、中長期的に実現すべきバランスシート構
造を提示することにつながっていく。

総合予算管理による全社ポジション調整がこの
｢BPCⅡ｣モジュールの目的であり、機能構成は図5
のとおりである。
ALMで指向する中期的なポジション調整や中長
期経営計画を実現するために、各部門･営業店など
のプロフィット･センタごとの予算を策定し、実績
と対比し、達成度に合わせて評価していくことによ

コストを加味した個社別採算･商品採算がこの｢原
価･採算管理システム(仮称)｣モジュールの目的であ
り、機能構成は図6のとおりである。
個社別採算に関する収益性を考える上では、営業
店からリスクを排除するようなTPの考え方と整合
性をとる必要がある。それに対して商品別採算では、
商品固有のリスクに見合った収益も含めて考える必
要がある。
原価については、アクティビティ･ベイスト･コス
ティング(ABC)の考え方を採用し、標準原価とアイ
ドル･タイムの概念を取り入れた、新しい原価モデ
ルの構築を目指す必要がある。

り、収益水準を保ちながら経営が意図するバランス
シートを造り上げていく仕組みができあがる。

信用リスクを計量的に把握し、トランスファー･
プライシングにつなげていくことがこの｢信用リス
ク管理システム(仮称)｣モジュールの目的であり、
機能構成は図7のとおりである。
信用リスクに関しては、計量化の技術が進展して
きているが、現実的にコントロール･メカニズムに
組み込んでいる事例は少ないようである。計量化の
鍵となるのは｢クレジット･リスク･スプレッド｣であ
り、それを階層的TPの1階層とすることで、信用リ
スク見合いの収益部分が評価対象収益から控除さ
れ、リスク調整後スプレッド管理が可能になる。

これらのシステムを総合的に利用することによ
り、営業店などのプロフィット･センタは金利リス
クや信用リスクの管理責任から解放され、純粋な営
業活動に集中できる可能性が飛躍的に高まる。一方
で、本部側では、リスクや政策コストの所在が明確
になり、管理体制の整備が進むことになろう。
ところで、マーケティング業務における採算性や
リスクは、内部管理での採算･リスクの考え方を踏
襲したものである必要はないだろうか。例えば、融
資先とのプライス交渉の場面で、基準金利は新短期

全般をサポートするデータ･ウェアハウスおよびア
プリケーション･システムの総称)とをインタフェー
スすべく計画しており、これが実現すれば、ビッグ
バン以降の金融業界にとって中核となるサポート･
システムに育っていくであろうと考えている。

プライムであったとして、それにどの程度の
スプレッドを乗せるべきかを考えると、その
融資案件から発生する金利リスク、信用リス
ク、商品コスト、販売コストなどが計量化さ
れていないと、採算判断が非常に不確実なも
のにならざるをえないといえよう。リスクや
コストが計量化された上で、顧客リレーショ
ンを加味したプライシングが論理的に可能に
なってくる。その意味で両者を融合してはじ
めて、スムーズなコントロールが可能となる
のである。 (図8参照)
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図8 マーケティングと内部管理の融合イメージ
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紀陽銀行は｢ArGUS｣稼働時よりユニ
シスが提供する｢Bigchoice｣を基盤とし
データベースを構築、営業企画部、営
業推進部、消費者ローン部で、顧客情
報をセグメントし、顧客分析や市場分
析などのマーケティング業務に活用し

た。その後、全層顧客、事業性顧客、
固定性預金口座明細、融資系口座明細
等々、各種のデータベースを追加して
本部各部に拡張し、エンドユーザ自身
が自由な切り口で検索、加工、集計を
行うまでに至っている。
｢今回基盤強化を図った点は、営業
店の情報系端末(IFT)をパソコン･ベー
スの新端末に更改するのを契機に、

ArGUS-DBMを営業店段階にまで拡張
したこと、および管理計数情報を追加
したことである。このため情報基盤を
“Bigchoice”から本部･営業店情報系構
築基盤システム“BRaMS”にレベル
アップし、より機動的で、ハイパフォ
ーマンスなシステムとして整備するこ
とになった｣とシステム部システム企
画課長辻　健宏氏は語っている。

BRaMSの採用で構築された新情報
系システム基盤は、図1、2のような全
体構成およびシステム構成となってお
り、実現された機能は次のとおり。
(1)データベース構築機能

データベースに格納するデータを用
意するだけで、情報系の核となるデー
タ･ウェアハウスを構築。また、時系
列データの自動管理からデータベース
障害時のリカバリまで、すべてをカバ
ーし、データベースのローディングは
パラレル処理機能で高速に実行する。
(2)検索機能

条件検索、明細レポート作成などの
基本機能に加え、クロス集計、多段階
集計などの集計機能、時系列推移表な
どの計数レポートの作成機能を実現。
データベースの検索に必要な機能はす
べてカバーしており、パラレル検索機
能によるハイパフォーマンスな検索も
実現。
(3)実行管理機能

データベースのローディングから検
索、日々の運用まで、すべての情報は
統合リポジトリで一元管理され、実行
環境も万全である。
自動運行、セキュリティ管理、統合コ
ンソール監視、プログラムの自動転送な
どにより運用面を強力にサポート。

｢当行はエリア特性に応じたマーケ
ティングの展開を重点施策として掲げ
ている。例えば、住宅地区であれば個
人ローンの推進やそれに合わせた預金
獲得、商工業地区では法人先の融資の
推進と流動性預金の確保などが営業活
動の中心になろう。それには営業店の
個性に則した独自のマーケット活動が
必要になってくる。それを情報活用の
側面から支援しようというのが今回の
システム整備の大きな目的であった。
機能としては支店の個性に応じた顧客
情報、計数情報の検索･集計･加工など
が可能となっており、営業店の営業推
進活動に大いに貢献できると思ってい
る｣(辻課長)。

今回稼働した｢BRaMS｣は全行レベ
ルのデータ･ウェアハウスとして位置
づけられており、現在のコールセンタ
ーとの連結に加え、テレフォン･バン
キングとの連結、外部データベースと
の連携などへの対応が図られる予定と
なっている。 UN

紀陽銀行
紀陽銀行では、平成6年4月より稼働したオープンシステムによるクライア

ント/サーバ方式の新情報系システム｢ArGUS(アーガス)｣により、勘定系シス

テムを通じ蓄積した顧客情報や渉外活動で収集した情報を共有化し営業推進

に活用している。さらに利用ユーザの拡大、提供情報の多様化、全営業拠点

への展開を図るため、システム基盤をユニシスが提供する本部･営業店情報

系構築基盤｢BRaMS｣に強化し、平成9年11月より稼働を開始した。これによ

り、営業店の個性に合わせた営業推進活動の展開と本部マーケティング業務

のさらなる効率化が図れると期待されている。

97年12月号での｢SUSTAIN｣による融資稟議支援システムの紹介に続き、今

号では｢BR aMS｣による新情報系システムについて紹介する。

■株式会社紀陽銀行
◆和歌山県･大阪南部を基盤とする地方
銀行。“地域社会の繁栄に貢献し、地
域と共に歩む”“堅実経営に徹し、た
くましく着実な発展をめざす”の経営
理念のもと、お客様から最も信頼され
る地域ベストバンクをめざし着実な活
動を展開している。
◆本店＝和歌山市本町1-35

◆代表者＝南出和 頭取
◆預金量＝2兆8,621億円(97年3月)
◆店舗数＝116店
◆使用機種＝エンタープライズ･サーバ
｢UN I SYS2 2 0 0 / 9 0 0シリーズ｣、
｢UNISYS2200/500シリーズ｣、UNIX
ワークステーション｢US1000U｣
｢US1000E｣など

本部･営業店情報系構築基盤システム
｢BRaMS(BranchRelationshipManagementSystem)｣で

新情報系システムの基盤強化を図る
情報活用による営業推進支援と本部マーケティング業務支援を強化

金融情報システム

より機動的でハイパフォーマン
スなシステムに整備

今後の展開

新情報系システム基盤構築によ
る期待効果

BRaMSで構築された新情報系シ
ステムの機能

センター�
US1000U

ディスク･アレイ�

データ･ウェアハウス�
�ORACLE7.3

顧客�
属性�
店別�
計数�

統計�
計数�

口座�
明細�

取引�
明細�
収益�
計数�

MINI LINK

MINI LINK

ルータ�

ルータ�

ルータ�

ルータ�

スイッチングHUB

I N S 6 4

イーサネット� イーサネット�

WindowsNT3.51 Windows95
Windows95 Windows95Windows95

営業店�
本部�

○
○
　
○
様�

BRaMS

営業店�
渉外�

交渉履歴�
予約情報�

データ･ウェアハウス�
（ORACLE7.3)

顧
　
客�

ダイレクト�
マーケティング�
センター�

本
部�

デリバリー�
チャネル�

テレフォン�
マーケティング�
センター�

DB

キャン�
ペーン�

サンプリング�
DB

統計解析（SAS等）�地図�
人口統計�

エリアマーケティング�
システム�
�

ポテンシャル�
分析　等�

統計�
分析　等�

・ビジネス支援�
・顧客分析�
・取引分析�
・セグメンテー�
　ション�
・アタックリスト�
　　　　作成�
　　　　　等�

営業店管理�

外部
情報
�

全履顧客DB
全層�
世帯�

全層�
個人� 事業性�

口座�
明細�

取引�
明細�
�

計数DB
預貸�
計数�

基盤�
計数�

総勘�
計数�

収益�
計数�

計数情報�

顧客情報�

基幹業務�
システム�

顧客勘定元帳�

取引明細�

総勘定元帳�

統計･集計�
データ�

 外部�
情報�

マーケティ�
ングDB�
（全店名寄）�

世帯�

個人�

外部情報�
・コスモス情報�
・統計データ�
　　　　　等�

取引履歴�

図1 紀陽銀行ArGUS-DBMシステム

図2 紀陽銀行ArGUS-DBMシステム構成
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岡三証券は金融ビックバンを“大競
争時代”と位置付け、｢三つのC｣の経
営理念を打ち出し、98年4月からビッ
グバン対策のための｢六つの構造改革｣
を開始する。
｢三つのC｣とは、1つ目はカスタマ

ー･オリエンテッド(顧客志向)。あら
ゆるものを顧客の視点で追求するこ
と。2つ目は、コスト･コンシャス(原
価意識)で、顧客ニーズに対し、コス
ト意識に基づく営業展開をしていくこ
と。3つ目がチェンジ(改革)で、会社
のため、自己のための改革を図ること。
｢六つの構造改革｣とは、①人事改革、
②組織改革、③営業改革、④商品改革、
⑤財務改革、⑥システム改革であり、
こうした新たな業務展開と改革の仕組
み作りの要となるコンピュータ･シス
テムの基盤となるものが、ITASCA導
入である。
金融ビッグバンによって競争が促進
される中で、良いサービスを提供する
には、商品、価格、タイミングなどす
べての面を支える情報システムに的確
性が求められる。同社はコアビジネス
のリテール業務の強化を図る一方、戦
略ビジネスとなる法人取引の新展開を
図り、顧客志向の経営を一段と揺るぎ
ないものにしようとしている。そのた

めには、全社的な業務処理と情報処理
に、生産性、迅速性を徹底的に追求し
た、柔軟で信頼性の高いシステムを用
意しなければならない。
開発、運用などすべての面で情報シ
ステムの価値を高い水準に維持するた
めには、自社のパワーだけでは十分と
はいえない。そこで同社では適時、何
が最も良い選択であるかを真剣に考慮
しつつアウトソーシングをも視野に入
れている。

岡三証券の情報処理を担っている岡
三情報システム(株)常務取締役 水谷
圭一氏(写真)は次のように語っている。
｢これからは情報システム基盤がす
なわち経営基盤にな
る。今後は変化が常
態であり、その対応
にはスピード経営が
要求される。強固で
柔軟な情報システム
基盤を確立すること
によってはじめて、
スピーディな商品開発、新制度への迅
速な対応、多様な顧客サービスの展開
などが図れることになる。
しかし、これまでの情報システム基
盤はこうした備えが必ずしも十分とは
いえなかった。ハード/ソフト上の各

種の制約を、ほとんど職人芸ともいえ
るベテランSEのスキルに依存して凌
いできた。機能の不足をテクニックで
カバーするという余分な努力をせずに
自由な発想でシステム開発に全力投球
できる環境を作ることは、大競争時代
の渦中に入る当社にとって、緊急の課
題 で あ っ た 。 そ れ を 今 回 の
ITASCA3800の導入によって向上させ
ることができた｣。

｢UNISYS2200/633｣×2台で構成され
ていた同社の基幹業務系のホスト･コ
ンピュータは、今回｢ITASCA3800/22｣
×2にレベルアップされた。
同社では、最新技術の採用によっ

て実現されたITASCAの性能向上、コ
スト削減の成果を最大限に享受する
ことによって、情報処理能力の倍増
とトータル･コストの大幅な削減を図
った。
具体的には次の4点である。
①最新技術の活用による大規模処理能
力の実現
100万ゲートレベルの高性能CMOS
技術、並列処理アーキテクチャの活用
による大規模トランザクション処理、
入出力処理の短縮などによってシステ
ム処理能力の増強を図る。
②処理能力向上のうち特にバッチ処理
効率の向上

③徹底したTCO(システム保有総費用)
の削減
CMOS技術に代表される最新技術の
全面採用によって、機器、消費電力、
空調、運用人件費など情報システムの
導入運用に関わるすべてのコストの削
減を図る。
④オープンシステム環境へのスムーズ
な移行の実現

こうした狙いはどう実現されたか、
同社は次の点を挙げている。
①TCOの削減

大幅なTCOの削減を達成した。例え
ば消費電力、空調、設置床面積はいず
れも3分の1となった。
特に設置床面積の削減効果は著し

く、これまで複数のフロアにまたがっ
て設置されていたホスト･システムは1
フロア全体を不要にする省スペースを
実現した。

②バッチ処理の大幅な効率向上を実現

ITASCAは大容量主記憶装置の搭載、
拡張処理アーキテクチャ、並列処理ア
ーキテクチャの強化などによって、バ
ッチ処理能力を大幅に強化している。
証券業務には膨大なバッチ処理が付随
している。オンライン稼働終了後の夜
間の大量バッチ処理を高速化すること
でオペレーションの負荷を軽減し、シ
ステムの円滑な運用と、運用コストの
削減を実現している。同社では約2時
間のバッチ処理時間の短縮を実現して
いる。
さらに大規模なメモリ領域を有効活
用するサイバーバッチ･システムによ
り、入出力処理の高速化やソーティン
グ作業の時間短縮を図る予定である。
③安全性の強化

ITASCAはホットスタンバイ構成を
とり、障害時の切替時間は2分半へと
短縮されるなど安全性を強化した。
データの保護については、これまで
は重要ファイルのみ二重化していた
が、今回はRAIDディスクの採用によ
って、高信頼性を確保するとともに全
データベースを完全二重化するなどデ
ータ保護の強化が図られた。
④オープン･エンタープライズ･サーバ

への移行

ITASCAはオープンシステム環境と
の共存/連携機能の強化も図っている。
たとえば、イーサネットLANに直結で
きるオープン･チャネルの装備などで
ある。
またTCP/IPプロトコル対応なども
図っており、オープン･ネットワーク
基盤が強化された。
これにより、クライアント/サーバ･
システムへの移行が容易になった。

水谷圭一常務取締役は、｢規制緩和、
国際化、情報化などが加速化される中
で、これらに対応するためのシステム
化ニーズは一段と高まると思われる。
今回のシステム基盤強化は、その第一
弾としてハードウェア面での強化を図
ったが、今後は、アプリケーション資
産の改善にも取り組み、経営戦略およ
び情報戦略の達成を支援する情報シス
テムへと進化させていきたい｣と語っ
ている。
なお、同社では基本ソウトウェアを
2000年対応済の最新OS(EXEC45R)にバ
ージョンアップしたことにより、
基本ソフトウェア部分の西暦2000
年問題対応をすでに実現した。
この種のシステム基盤の整備は、
一般に1年以上かかるといわれてい
るが、今回わずか7カ月という短期
間で完了し、昨年11月4日から全店
一斉に新システムに切り替え、安
定稼働している。 UN

岡三証券/岡三情報システム
岡三証券/岡三情報システムでは、金融ビッグバンに向けて、情報システム

基盤の強化を図るため、基幹業務系ホスト･コンピュータを最新鋭のオープ

ン･エンタープライズ･サーバ｢ITASCA3800｣×2にレベルアップし、昨年11月
から本格稼働させた。

これによってビッグバン後の金融大競争時代に対応できる強固で、柔軟な

新情報システム基盤が整備された。

■岡三証券株式会社
◆今年4月に創業75周年を迎える独立系
の準大手総合証券会社。現在、｢一人
店舗｣｢インターネット･トレード｣など
の新しい営業戦略を積極的に推進して
いる。

◆本店＝東京都中央区日本橋1-17-6
◆設立＝大正12年
◆代表者＝加藤哲夫社長
◆従業員数＝2,380人(平成9年9月末)
◆店舗数＝国内55、海外拠点5

■岡三情報システム株式会社
◆昭和50年8月、岡三証券のコンピュー
タ部門から独立し、①コンピュータ利
用技術についての研究開発、教育指導、
②コンピュータによるデータ処理の受
託、③システムの開発、④情報処理に
関するコンサルティング業務などを行
っている。
◆本社＝東京都中央区日本橋1-17-6
◆代表者＝関本良平社長

オープン･エンタープライズ･サーバ
｢ITASCA3800｣が本格稼働

金融ビッグバンに向けて新情報システム基盤が整う

金融情報システム

“お客様とともに栄える”
証券会社を目指して

変革の時代に対応できる
情報基盤の確立を

ITASCAでシステム能力増強を図る

新システム基盤が実現したもの

さらなる経営戦略支援を目指して

ITASCA3800/22 ITASCA3800/22

 ホットスタンバイ�

2IP 1IP 1IP

基幹業務系本番� 基幹業務系�
待　機� 開　発�

DCP622FT

営業店･本店�
東証･大証･店頭…�

取引所等売買システム� 外部情報�

東証…�
金融機関等�

システム構成図

水谷圭一氏



7

ユニシス・ニュース

1998年2月1日第442号

電子マネーには、リアルショップで
の使用を前提とした｢ICカード型｣と、
利用者のパソコンに電子財布ソフトを
インストールし、ネットワークを介し
て電子マネーのデータを送受信しイン
ターネット上での支払(決済)ができる
｢ネットワーク型｣がある。
これまでに提案されたネットワーク
型の電子マネーの代表的なものとして
決済だけに利用する｢サイバーコイン｣
と電子のお金を目指す今回の実験対象
である｢ecash｣がある。
ecashを使った電子現金の実験は

Mark Twain Bank(アメリカ)、Deutsche
Bank(ドイツ)で行われているが、日本
では初の試みである。
ネットワーク型の電子マネー実証実

日本ユニシスでは、野村総合研究所とさくら銀行が開始した日本初の電子現

金｢ecash｣実験に昨年12月25日より参加した。

この電子現金実験は、野村総合研究所のイントラネット上に、サイバー銀行

と店舗(ショッピング･モール)を開設し、ネットワークを使って商品の販売やサ

ービス提供、ネットワーク型電子現金｢ecash｣を使って決済を行うものである。

日本ユニシスでは、高性能パソコン｢AQUANTAシリーズ｣と、その関連グッズ

を販売する“AQUANTAショップ”を開店、モニターの方々は「ecash」を使っ

て購入できる。

験は、国内で従来から実施されている
ICカードやクレジット･カードを使っ
た実験とは以下の点で大きく異なって
いる。
＊いつでも円貨と相互に交換が可能
＊個人間でも流通が可能
＊利用者のプライバシーを保護
＊ネットワークでの送金が可能
＊カード型電子マネーに比較してハー
ドウェア/ソフトウェアなどのコス
トが不要
＊インターネット上では少額の商品や
サービスが多く、インターネットの
普及により利用者が多いと期待され
る
などが挙げられる。

この実験は、野村総合研究所のイン
トラネット上に銀行と店舗を開設、ネ
ットワークを使って商品の販売やサー
ビスの提供、決済および社内における
経費精算の実験を行うものである。
電子現金の流通範囲は野村総合研究
所内に限定(社員約1,000人を対象)、さ
くら銀行が電子現金(ecash)を発行、
その価値を保証する。
実験の目的は、
①電子現金を利用した次世代型サイバ
ー･ビジネスの開発

②安全性･実用性･コストの検証
③店舗および利用者との契約書･約款
の整備
などにある。
実験期間は平成9年6月から平成10年
3月まで(状況を見て以後も継続の予
定)で、開始後約6カ月間の発行累計額
は2,500万円を超えている。
店舗開設企業は、これまで洋書･書
籍･カメラ販売、海外旅行保険販売な
どで、今回の日本ユニシスを含めて7
社になる。

電子現金「ecash」実験における金銭
の流れは図のとおりである。
(1)電子現金の供給

実験参加社員がサイバー銀行の社員
リンク口座に現金を振り込むと、資金
が社員ecash口座に同額の電子現金預
金が追加される。
(2)電子現金の引き出し

社員が電子財布ソフトを利用して

ecash口座からecashを引き出す。
(3)電子現金の換金

サイバー銀行の現金化口座にecash
を送付すると、あらかじめ指定した社
員の預金口座に現金が振り込まれる。
社員はATMなどから現金を引き出す
ことができる(店舗も同様)。
(4)電子現金による商品の購入

イントラネット内のサイバー店舗

“AQUANTAショップ”などで電子現
金と交換に商品を購入する。
希望者には紙の領収書も発行され再
度経費精算により電子現金を得ること
もできる。

(5)月末の売上金回収

サイバー店舗のecash口座残高の金
額をサイバー銀行の現金化口座に送付
すると、売上金が現金化され指定口座
へ振り込まれる。

現在、日本ユニシスでは、地域金融
機関を対象に組織している｢地方銀行
ユニシス研究会｣に電子商取引決済分
科会を設けて、本年4月から電子商取
引実験を開始する予定で準備を進めて
おり、今回のecash実験で得られたマ
ーチャント側のノウハウを参加企業に
フィードバックしていく予定である。
地域金融機関では、インターネット
利用の電子決済システムへの対応が必
要との認識も高まっており、日本ユニ
シスでは、コンサルテーションを含め
顧客のエレクトロニック･コマース･ビ

ジネス創造をサポートしていく。
さらにネットワーク型電子現金シス
テムに限らず、従来のIC型電子現金シ
ステム、インターネットなどで代金決
済を行うためのセキュリティ技術であ
るSET(セキュア･エレクトロニック･
トランザクション)の決済方法を使っ
たシステム、2者間取引(残高照会･資
金移動)など、EC、電子マネー、電子
決済、インターネット･バンキングに
対するコア技術に対しても積極的に取
り組んでいく。

AQUANTAショップのWebサーバ･
ソフトウェアには、ecashとの組合わ
せとして日本で初めて、マイクロソフ
ト社の統合型Webサイト構築･管理ソ
フトウェア｢Site Server｣を採用し、シ
ョップのコンテンツ作成や、ユーザへ
の個別対応、利用状況分析などのサイ
ト管理業務を行い、ecashによる電子
商取引環境を効率的かつ短期間で開発
した。
Site Serverは、WindowsNT上で稼働

し、比較的小規模な開発マンパワーで
短期間に容易にWebサイトの構築が可
能なことから今後の電子商取引やイン
ターネット･コマースにおける拡大が
見込まれる。
このシステム構築で蓄積したノウハ
ウは今後、同等のシステム構築を目指
す企業システムへ、システム構築技術
として活用していく。 UN

バーチャル･ワールドで利用できる21世紀型の通貨｢ecash｣

サイバー･モールにおける電子決済の実現に向けて

電子現金実験における金銭の流れ

日本ユニシス
日本初の電子現金｢ecash｣実験に参加

高性能パソコン“AQUANTAショップ”を開設

IT最前線
電子マネーへの取り組み

さくら銀行�

店舗リンク口座�

準備口座�

 振込�

①�

①�

④�

社員リンク口座�

（他行）社員口座�

サイバー銀行�
（ecash Mint）�

店舗ecash口座�

社員ecash口座�

現金化口座�

ecashの振込指示�

現金振込�

現金�

野村総合研究所社内ネットワーク�

ecashの流れ�

現金の流れ�

①ecashの供給�
②ecashの引き出し�
③ecashによる商品購入�
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サイバー店舗�
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日本ユニシス�
AQUANTAショップ�

電子財布�
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振込指示�

③�
電子財布�

社員�

先端技術ノウハウをフィードバック

AQUANTAショップのサイト管理業務に「Site Server」を採用

電子現金｢ecash｣実験における金銭の流れ



8 1998年2月1日第442号

ERP(Enterprise Resource Planning)パッケージの

導入の実績が積み重なる中で、ERPの利点、現状で

の問題点が明らかになってきている。一時の感覚的

受け止め方、過剰な期待もなくなってきたし、お客

様の要望もより現実的で的確なものになっている。

その意味では、ようやくコンセプトとしてのERP、

その実現ツールとしてのERPパッケージの健全な発

展時期に入ってきたといえる。

ERPパッケージの導入を行う上で問題点として一

般に指摘されるのは、主力パッケージの大半が欧米

製で日本化が不十分、効果的導入や適用を理解して

いる技術者が不足しているなどの点であるが、なか

でも当初目的とした業務改革との整合がうまくとれ

ず、結果的にエンドユーザの要求をすべて取り込む

形になり、費用が膨らむとか開発期間が大幅に伸び

るなどの問題は深刻である。

問題を引き起こす要因はさまざまではあるが、1

つのポイントとしてERPパッケージに適した導入･

開発の手順が踏まれていない、またこれらの手順の

管理が現場の技術者任せになっているなどの点が挙

げられる。各パッケージ･ベンダはそれぞれのパッ

ケージに合わせたメソドロジを提供しているが、一

般的な形で表現されていることが多く、具体的に自

社の開発にどう適用していくかについては取捨選択

を含めて高度な技術が必要になる。

パッケージの選択の時点から責任ある立場の人が

最適な手順を理解し、管理･実践することが成功の

ための必須要件となる。

日本ユニシスはお客様に対しERPパッケージの導

入支援を行ってきており、技術経験も蓄積されてき

ている。実際の導入においてはパッケージの持つ方

法論をベースにしていくことになるが、本稿では従

来の開発工程と異なる部分を中心にOrac le

Applicationsの導入経験をもとにしたいくつかの提

案をしてみたい。

ERPパッケージの一般的な導入工程(図1参照)に
は、次のような特徴がある。
①要求定義はパッケージ選定後に実施

パッケージを選定した後に、パッケージ･モデル
に合わせた形で要求定義を進める。ERPパッケージ
に内在するビジネス･モデルにできるだけ合わせる
ことで、バージョンアップ、保守軽減などのメリッ

トを享受するためである。
パッケージ選定前に、詳細な業務設計を外部(コ
ンサルティング会社など)に委託し1年以上かけて実
施したが、結局選定したERPパッケージ･モデルに
合わせてやり直すことになり、多大な工数と金額を
無駄にしているケースがよく見られる。
｢基本構想立案｣フェーズでシステム化の範囲、方
針、および基本的な要件を明確化したら、できるだ
け早い時期にパッケージ選定に入った方が良い。パ
ッケージ選定前の業務分析や設計は｢やりすぎない｣
ことがポイントである。
②トップの参画が必須

ERP導入プロジェクトには、経営トップの参画が
必須である。
現場担当者の要求に振り回されて外付け開発が膨
らみ、パッケージを使うメリットが得られなくなっ
てしまった例も見られる。全社規模でパッケージを
使うメリット(データの一元管理、全社システムの
標準化推進など)や、パッケージ標準のまま使うメ
リット(スリム化、保守軽減、バージョンアップ容
易化など)を優先させて、現場固有の要求をできる
だけ抑えるためには、トップの強力なリーダシップ
が必要となる。
トップの参画で、承認･判断が早くなるため開発
期間を短縮させる効果も期待できる。
また、トップによる社内啓蒙を行い、プロジェク
トにできるだけ優秀な人材を集める効果もある。会
社をあげての経営改革という機運を盛り上げること
で、現場の若手エリートが参画したプロジェクトで
は、課題に対しても｢業務をこう改善したらどうだ
ろうか｣という積極的な取り組みが多く見られる。
③標準に合わせることで保守負荷を軽減(アウトソ

ーシングも可能)

ERPパッケージ標準部分の障害はベンダのサポー
トが受けられるため、できるだけ標準のまま使うこ
とによって保守負荷が大幅に軽減される。また、シ
ステムが標準化されるため、運用保守の外部委託
(アウトソーシング)も比較的容易になる。企業の独
自性を求めるにはパッケージでは合わないという声
もあるが、基幹業務部分は標準機能で実現して負荷
を軽減し、戦略的部分(コアコンピタンス)で企業の
独自性を実現させるという動きが多く見られる。
このようにERPパッケージの導入においては、で
きるだけパッケージのビジネス･プロセス･モデルに
合わせることが、成功の要因となる。このため、

ERPパッケージの導入においては｢基本設計｣が最も
重要な工程となり、進め方にも考慮が必要となる。
以下、｢基本設計｣工程の中で特徴的な進め方につ
いて記述する。

ERPパッケージを導入する場合、｢基本設計｣工程
で、｢パッケージ選定｣｢業務設計｣｢ソリューション
設計｣などを実施する(図2参照)。その中でも、｢パッ
ケージ選定｣、業務設計の中で実施する｢GAP分析｣
などは、ERPパッケージ導入において特に特徴的な
工程である。
●パッケージ選定

企業の目的に合ったERPパッケージを選定するこ
とが重要なので、評判だけで安易に判断せずに、実
際に動かして、評価してみることを推奨する。
＊選考基準の設定

パッケージ評価に入る前に、選考基準を検討する。
一般的な基準に加え、基本構想書に記述した基本要
件やパッケージの導入目的などを考慮して、企業独
自の基準を設定する(表1)。特に、パッケージ導入目
的はこの段階で明確化しておく。

パッケージ評価というと、機能比較の○×で判断
しがちだが、ERPパッケージには、｢機能選択型｣
(豊富な機能から必要な機能を選択していく方式)
と、｢機能構築型｣(基本機能と柔軟な仕掛けを提供
し、それを用いてユーザ要件に合わせたシステムを
構築していく方式)があり、単純な機能比較ではど
ちらが良いのか判定できない。自社の導入目的とパ
ッケージの思想が合っているのかということが重要
な選定要因になってくる。

①新システムに求められる機能を実現できるか（一般的
な基準にユーザ要件を反映させる）

②パッケージの強みが要求と合っているか（製造業向け、
会計に強い、対象企業規模など）

③導入手法、設計思想は効果的か、拡張性はどの程度考
慮されているか

④ベンダの信頼性、サポート力は安心できるか、将来性
は期待できるか

⑤日本化への対応状況、将来計画はどうなっているか
⑥ITの基本方針を満たしているか、将来動向に対応でき
そうか

⑦該当パッケージに強いSI会社、パートナー、ERPコン
サルタントを手配できるか

ERPパッケージ導入の進め方
Oracle Applicationsの経験をもとに

日本ユニシス株式会社
ソフトウェア開発部ERPアプリケーション開発室長 岩佐宏一

同　ファンクショナルコンサルタント 蔵田容子

ERPパッケージによる企業革新(2)特
集
2�
�

�

ERPパッケージの導入工程

基本設計の進め方

プロジェクト管理�
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図1 ERPパッケージ導入工程例 図2 基本設計工程例

表1 パッケージ選定上での重要項目
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大まかにいうと、パッケージに合わせて自社の業
務プロセスを大改革する覚悟がある場合は前者(機
能選択型)、ある程度の柔軟性を持って自社業務要
件を満たしたい場合は後者(機能構築型)が適合す
る。よって、ERPパッケージ機能評価基準には、
｢XX帳票があるか｣ではなく、｢XX管理機能を実現で
きるか｣｢実現方法は…｣という記述が望ましい。
またERPパッケージはバージョンアップによって
将来の新技術へ対応できるため、ベンダの将来性、
開発への投資状況なども考慮に入れておくとよい。
パッケージ開発に独特言語が使用されていたり、パ
ッケージ開発標準ルールの適用が求められるため、
開発要員(パートナー)が手配できるかという面の考
慮も必要である。
＊机上評価

各種セミナー、市場での評価情報、およびベンダ
への質疑応答などを元に机上評価を行い、対象パッ
ケージの絞り込みを行う。
一般的なデモもこの段階で見ておく。デモでは画
面の操作性などの表面的な面を重視しがちだが、ビ
ジネス･モデルに適合できそうか、拡張性、将来性
はどうかなど、根本的な部分に目を向けるように注
意した方がよい。
また、デモでの質疑対応にて、ベンダやパートナ
ーのノウハウ、サポート体制の判断も行うとよい。
ERPパッケージは欧米で開発されたものが多く、急
激に日本での販売体制を作っているため、アプリケ
ーション技術者が取り合いになっており、日本法人
にスキルのある人間が手薄になっている傾向が見ら
れる。ベンダ(パートナー)のスキル不足は、開発～
保守で質問や障害報告に対し、的を得た回答をなか
なか得られないなどかなりの足かせになるので、よ
く見極めることが必要である。
＊カスタマイズデモ

ベンダからの｢実現可能｣という回答だけでは、自
社要求とかみ合っていない可能性があるため、ある
程度パッケージが絞られてきたら、カスタマイズデ
モを行うことを推奨する。
ERPパッケージは、企業モデルに合わせて形を変
える仕掛けによってさまざまな国や業種に対応でき
るようになっている。パラメータにより設定するタ
イプ(SAP R/3など)、設定値を入力していくタイプ
(Oracle Applicationsなど)があり、企業モデルに合わ
せて設定していくことを｢カスタマイズ｣と呼んでい
る。
カスタマイズデモは、対象パッケージのノウハウ
があるコンサルタントに依頼した方がよい。ERPパ
ッケージのカスタマイズ範囲は大きく、カスタマイ
ズいかんで全く違った動きをするため、カスタマイ
ズ作業に高度なノウハウが要求されるためである。
自力で対応している場合、無駄な時間を要し、結局
最適な回答が得られていない例が多いようである。
日本ユニシスではOracle Applicationsのカスタマイ
ズデモ環境として｢ERPコンピーテンス･センター
(ECC)｣を用意している。ECCでは、実機検証以外
にも、ベンチマーク･テスト、CRP(Conference
Room Pilot)、バージョンアップ･テストなど、さま
ざまな目的に利用できる。さらに、各種情報提供も

行っているのでぜひ利用するとよい。
カスタマイズデモでは、必須なユーザ要件に絞っ
て実現性を検証する。詳細な適合性検証はGAP分析
工程のCRPで行うため、早くパッケージを選定して
次工程に進めることが重要である。
●GAP分析

プロジェクト･メンバーは、選定パッケージの研
修を受講し、各チーム･メンバーとして必要な知識
を得ておく。
研修受講と並行して｢業務分析｣を行い、ビジネ

ス･プロセスと各目的を洗い出して、業務シナリオ
を作成する。各プロセスの目的を確認しておくこと
は、現行システムの制約による無駄なプロセスが明
らかになるなど、後工程で役に立つ場合が多い。
これらの準備が終了したところで、GAP分析工程
に入る(図3)。
この工程は、ERPパッケージに業務を適応させて
いくことを目的としているためFit Analysisとも呼ば
れる、ERPパッケージの導入において最も特徴的で
重要なステップである。
この工程で、すべての業務シナリオを評価しパッ
ケージに適合させていく。どうしても合わない場合
は業務の変更をまず検討し、どうしようもない部分
をGAPとして洗い出す。
GAPの実現方法(外付け開発、または他パッケー
ジとの組合せなど)の検討は次の｢設計｣ステップで
実施するため、ここではパッケージに適合させる部
分に注目し、パッケージのカスタマイズ要件を固め
ることが重要である。
GAPを減らすことがERPパッケージのメリットを
活かす最大要因であるため、CRPを行って、パッケ
ージの持つカスタマイズ機能で実現できないかどう
かを実機で十分に検討することが必要とされる。
GAP分析はERPパッケージ導入において非常に重
要な工程であり、また一般的な研修を受講しただけ
ではカスタマイズ･スキルの習得は困難なため、こ
の工程では選定したパッケージに強い｢ERP導入コ
ンサルタント｣の参画を依頼すべきである。
＊GAP一次分析

業務分析で作成された業務シナリオを、｢パッケ
ージでは全く実現できない業務｣と、｢パッケージで
実現できそうな業務｣に切り分ける。借入金管理な
ど大きな業務単位で、明らかに外付け開発となるこ
とが明確な部分を机上で分析しておくことで、CRP
の負荷が軽減できる。

適な設定を固めていく。
CRPは、GAPを極力減らす、現場の事前合意をと
っておくなどの効果がある。最適なカスタマイズを
実現するため、ぜひCRPを実施することを提案する。
●CRP実施の留意点

CRP実施における留意点を、過去の支援経験より
記述しておく。
①CRP実施メンバーは厳選する

CRP対象者を限定しないとエンドユーザへのデモ
のようになってしまう。検討段階での対象者はプロ
ジェクト･チーム･メンバー(業務精通者、パッケー
ジ有識者など)に限定し、現場担当者には、対応策
が固まった後で合意をとる目的で実施した方がよ
い。
②｢パッケージに合わせる｣という目的の徹底

CRPのアウトプットの1つに｢GAP一覧｣があるた
め、GAPを見つけようとパッケージのあら探しに熱
中し、CRP本来の｢見つけたGAPをいかにしてパッ
ケージに合わせていくか｣という検討がおろそかに
なりがちである。
GAP探しがCRPの目的ではなく、｢できるだけ標
準に適合させる｣ことが目的なのだということを、
事前に全員に徹底しておいた方がよい。
③CRP実施用環境を準備する

CRPは成功を決める重要なステップであり、数人
がある期間集中して作業する必要があるため、CRP
環境を用意した専用の部屋を準備した方がよい。
作業環境は、効率や成果に相当影響を与えると実
感している。

◇
ERPパッケージ導入を成功させ、パッケージ導入
によるメリットを活かすためには、
＊｢パッケージ自体の修正は行わない｣
＊｢できるだけ業務をパッケージに合わせる｣
＊｢外付け開発部分を極力減らす｣
ことが重要である。
しかし、現状ではまだまだパッケージの持つ標準
機能だけで、満足のいく業務システムを構築するの
は不可能である。日本の法律、習慣に合わせる｢日
本化対応｣の遅れや、｢業種固有業務｣のパッケージ
への取り込みがまだ不十分なためである。
企業固有業務の外付け開発はやむを得ないとして
も、日本化対応、および業種固有業務への対応が早
期に実現されることが望まれる。

パッケージ選定で、ある程
度切り分けができている場合
もある。
＊CRP(GAP二次分析)

｢パッケージで実現できそう
な業務｣中のすべての業務シナ
リオを対象に、どのような設
定で実現できるのか実際にパ
ッケージを設定して確認する
作業を、ここではCRPと呼ぶ
(パッケージによって表現や、
実施方法は異なる)。CRPでは、
何度も設定を繰り返して、最

UN

研修受講� インストール�

業務分析� 一次�
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業務シナリオ�
詳細分析�

カスタマイズ�
（セットアップ）�

業務シナリオの�
実機検証�

評価/承認�

外付開発�
(CRP対象外)

図3 GAP分析工程例
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UN

世界中が、グローバル･エコノミー
を考える時代が到来した。グローバ
ル･エコノミーとは、世界のソース
(人･モノ)を使って、世界市場に対し
てどのようにモノを出していくかであ
る。日本の優良会社も世界競争では、
苦戦を強いられるかもしれない。国と
国の差をなくしていかないと、日本企
業は競争できない時代になってきた。
日本の所得水準は世界で一番高い

が、生活レベルは低い。これはなぜ起
きるかというと、1人当たりのGDPが
為替で換算されているからである。輸
出産業レベル(自動車･電機･機械など)
でレートが決まるため1人当たりの所
得が高くなる。
ところが日本の中には生産性の高い
輸出産業のほかに、農林･水産･食品な
どの生産性が低い業界がある。こうし

｢人を基盤とした経営基盤でいくの
か｣｢情報技術･通信技術を使った経営
モデルに転換していくのか｣、どちら
を使い、どういう会社にするかを考え
ないと競争に勝てない時代となった。
(1)素早い戦略の実行(Execution)

経営戦略は、70年代はマーケット･
シェア競争だった。80年代に入って、
差異化･差別化が特徴になった。しか
し、グローバル･エコノミー、規制緩
和、情報技術、老齢化などの経営環境
の中で｢どういう戦略的なポジショニ
ングを取るか｣より、重要なことは｢戦
略そのものを速く実行(Execution)する
こと｣になってきた。｢いかに速く会社
を変えていくか｣そのものが戦略とな
ってきたのである。
(2)企業を創造的に変革する

(Enterprise Transformation)

では、変革はどの範囲で行えばよい
のだろうか。数年前にBPR(Business
Process Re-engineering)が話題となり、

顧客をベースとした一連の流れを作る
改善を多くの企業が取り入れた。今は
｢企業の構造自体を変える｣｢企業を創
造的に変革する｣(Enterprise Tra
nsformation)の方向に変わってきてい
る。
企業の構造自体を変革し顧客に

Valueを提供することから、さらに一
連のサプライヤを含めた改革を目指し
ていく。
企業には基本的に3つのコンポーネ
ント、つまり①人･組織、②業務のプ
ロセス、③情報･情報技術がある。こ
のコンポーネントを整合性を取りなが
ら戦略的なポジショニングの方向へ変
えていくこと、これが正しく｢企業そ
のものの変革｣である。｢自分の会社が
何で競争するのか｣を明確にすること
によって、この3つのコンポーネント
の方向性を決める。そして会社を
Transformationしていくことが重要で
ある。

先日、クライスラーの副社長が｢ヒ
ット商品にはライフ･サイクルがある
が、プロセスは永遠である｣と語って
いた。ヒット商品はライフ･サイクル

が短いため、どんどんヒット商品を出
して稼いでいかなければならない。そ
こで重要なのは、新商品を早く出して
いく“プロセス”である。こうした

｢経営プロセス｣を持った会社がこれか
らの優良企業になる。
経営プロセスには、①商品開発導入
のプロセス、②受注から顧客に物を届
けるまでのサプライ･チェーンのプロ
セス、③受注･オーダーを取る前のデ
マンド･ジェネレーションのプロセス、
④経理･人事などエンタープライズ･マ
ネジメントのプロセスの4つに分けら
れる。
こうした組織上･業務上の変革を、

情報技術を使ってプロセス中心とした
経営体系に変えていく。そして①仕事
の簡易化、②自動化、③統合化をしっ
かり行うことが重要である。
また、｢会社が競争していくのに必
要な基本的な能力は何か｣というコア
コンピタンスを明確にする。設計開
発･商品開発･金融機能･製造など、会
社としてどういう能力を持つべきかを
明確にし、さらに経営サイクルを実現
するために一部の業務を“アウトソー
シング”で、ネットワークとして完結

させることも考える。
さらに、情報技術から経営戦略を捉
える。情報技術の利用は、時間･距離･
形という3つの制約条件から解放され
ることを意味する。電子メールやボイ
ス･メールなどの利用により、時間の
制約がなくなる。時差もなく24時間フ
ルに活用できる。仙台からの発注もパ
リからの発注も、まったく同じになっ
たり、全国の在庫を瞬時に把握可能な
ため、在庫を常に倉庫に持つ必要がな
くなる。このように、デジタル化はど
んどん“レス”の世界を作っていく。
通帳レス銀行。支店レス銀行。移動し
ないPCとPC間でのミーティング。電
機販売店の電機メーカーに対する24時
間受注。無人ガソリン･スタンドによ
る24時間営業など。
日本では人を使っているので残業代
削減のため営業時間に制限がある。情
報技術や規制緩和が進めばこうした時
間･距離･形の制約がとれ、サービスも
向上していく。
情報技術は顧客を維持していくのに
も欠かせない。顧客を一度失うと、維
持していくコストと比べて、同様の顧
客を探すのに5倍のエネルギーを必要
とするといわれている。そこで、｢顧
客とのリンケージをいかにうまくする
か｣が重要になる。そのために情報技
術を使いながら、顧客を定期的にメン
テナンスしていくことが必要となる。

情報技術の重要性について述べてき
たが、企業が情報技術を有効に使うた
めに本当に必要なことは、まず人間が
変わることである。業務を改革し、情
報技術を使い、さらに、人･組織を変
えていく｢人とテクノロジとプロセス｣
これが企業改革で最も重要である。
また、企業の変革の中でアウトソー
シングが注目を集めている。特に情報
技術のアウトソーシングが増えてき
た。会社にとって情報ビジネスがコア
ビジネスでない場合、情報技術に優秀
な人材を投入するのでは人材の有効活
用ができない。そこで専門の会社に任
せる。アメリカの製造業が復活したの
は、正しく彼らが積極的にアウトソー
シングなどを取り入れたからであり、
グローバルなレベルでネットワーク化
して企業体を作るという構造ができて
いるからである。
企業は大競争時代に向けて、もう一
度『会社の戦略的ポジショニング』を
明確にし、｢社外から調達するものは

何か｣｢業務はどう変えるのか｣｢情報技
術をどうはめ込んでいくのか｣という3
つのコンポーネントを整合性のある形
で会社を変えていく必要がある。
21世紀の競争条件は、情報技術を使
い、安くて速い経営のインフラ･経営
のプロセスを作っていくことにある。
戦略的なポジショニングを明確にし、
それに対してどのように組織･業務･情
報技術を変えていくかにある。
世の中の流れが非常に速くなってい
る。｢変革のスピードをどれだけ加速
できるか｣が勝者と敗者を分けるので
ある。

大競争時代の企業経営のあり方
アンダーセンコンサルティング

日本代表 森　正勝氏

IT最前線
大競争時代の企業経営のあり方

グローバル･エコノミーの進展、規制緩和と企業を取り巻く状況が大きく変化し

てきた。大競争時代といわれている現在、経営環境は刻々と変化しつつある。こ

うした状況に対応するため、企業変革をどのように行えばよいのか。経営環境の

変化と、企業改革の取り組み方について考えていきたい。

世界競争に打ち勝つために

企業改革の方向性を探る

今後の企業経営における情報技術の重要性

大競争時代に向けて

た生産性の低い産業は規制産業であ
る。金融業を例に取ると、日本の銀行
は外国の銀行に比べて管理コストが高
い。規制により競争がないため、金融
商品の開発が遅れ、また、業務改革も
遅れている。ビッグバンにより、こう
した競争力のなさは、非常に問題にな
ってくるものと思われる。
こうした現象は、資本と労働が、よ
り生産性の高いところに自由に動いて
いないために起こる。そのため産業間
の生産性格差が大きく、国全体が豊か
にならない。さらに情報通信コストと
人件費の問題もある。情報通信コスト
はどんどん下がってきているのに、人
件費は相変わらず上がっていく。経営
者は、こうした差、戦略ギャップも考
慮する必要がある。
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グローバル経済の進展は国際的なメ
ガコンペティション(大競争)の時代を
作り出した。これまでの黙っていても
パイが大きくなる時代と同じ感覚で
は、経営、ビジネスが立ち行かなくな
っているのは誰もが実感していること
だろう。
そしてまた、情報技術の驚異的な進
展により｢ネットワーク経済｣が到来し
ている。国際標準(グローバル･スタン
ダード)に従った公正で自由でかつ熾
烈な競争を、電子ネットワークを駆使
して展開する時代がやってきたのであ
る。
こうした背景を踏まえてこれからの
企業－21世紀を生き抜く企業の条件を
考えてみよう。
まず第1は｢徹底した顧客指向｣であ
る。大競争の最中にあってまず確認す
べきビジネスの原点は顧客であること
はいうまでもない。顧客をこれまで以
上に知り、顧客が求めているニーズと
価値をさまざまな手段で把握し、さら
には顧客の要望を活かした商品、サービ
スを開発し提供することが必要である。
第2は｢ビジネス･スピードの追求｣で
ある。
競合他社に先んじて新商品を提供す
る、あるいは顧客の要望、クレームに

迅速に対応する。経営においてもビジ
ネスのさまざまなプロセスにおいても
スピードを重視し、スピードにより競
合優位を確保することが21世紀を生き
抜く企業の必須の条件である。
第3は｢グローバル･スタンダード指
向｣である。
国際的な大競争は、裏返して言うと
経営資源(ヒト、モノ、カネ)をグロー
バルに調達し運用することでもある。
従来の閉鎖的な日本的慣行はもう通用
しない。
会計制度をはじめとするビジネスの
仕組みを国際標準に準拠したものに改
革するとともに、インターネットなど
の標準的な基盤の上でビジネスを展開
することが求められている。
第4は｢価値の創造｣である。
業界横並びで同じような商品、サー
ビスを展開していればなんとかやって
いけた時代は終わった。企業の価値、
商品･サービスの価値を改めて見直し
定義して自社の生存領域を特定するこ
とが競争に勝ち抜く根本である。その
ための知恵、知識の創出が企業の構成
メンバー1人ひとりに必要で、言い換
えれば価値を1人ひとりが生み出す企
業文化と仕組みを備えなければならな
いのである。

では、こうした動向を踏まえて情報
システム部門はどうすべきか。これま
で、多くの企業の情報システム部門は
自らの使命をシステム開発･運用と理
解していた。これはもちろん大切なこ
とではあるが果たしてそれだけであろ
うか。ここで先ほど述べた21世紀の企
業の条件に関連する形で情報技術を企
業変革の推進エンジンとして分類して

みよう。
(1)顧客を知り個客を捉える情報技術

データ･ウェアハウス、One to One
マーケティング、CTI(コンピュータ･
テレフォニー･インテグレーション)、
SFA(セールス･フォース･オートメーシ
ョン)
(2)ビジネス･スピードを高めビジネス･

プロセスを変革する情報技術

電子メール、グループウェア、DSS、
ERP(エンタープライズ･リソース･プ
ランニング)、EIS(エグゼクティブ･イ
ンフォメーション･システム)
(3)価値を生む情報技術

知識データベース、ナレッジ･マネ
ジメント
(4)新しいビジネスを創造する情報技術

インターネット、EDI/CALS、電子

マネー
情報技術は飛躍的に進化している。
顧客指向、ビジネス･スピードの追求、
グローバル･スタンダード指向、価値
の創造を目指す21世紀企業を実現する
ために、情報システム部門は｢情報技
術による問題解決集団｣に自らの使命
を転換しなければならない。 (図1)

第1の役割は｢ビジネス戦略と融合し
た情報システム戦略｣を策定すること
である。
これまではビジネス戦略と遊離した
形でシステム開発がなされる傾向があ
った。ビジネスと情報技術のリンケー
ジが強固になっているこれからは、情
報技術からではなく、ビジネス･ニー
ズから出発して情報システム戦略を立
案しなければならない。
ビジネスと情報システムのあるべき
姿を描き、その実現戦略を情報システ
ム部門が主体的に策定することが必要
である。
第2の役割は｢業務プロセス改革｣の
推進役を果たすことである。
BPRの必要性が叫ばれてから久しい
が、我が国では成功したBPRの例はま
だまだ少ない。顧客指向とビジネス･
スピード追求の観点から、情報技術を
推進エンジンとして情報システム部門

は改革に取り組むべきである。
第3に｢グローバル･スタンダード｣へ
の転換の先導を務めることが必要であ
る。
ERP、EDI/CALS、インターネット
など先端的な情報技術がビジネスの標
準的な基盤になりつつある。これらス
タンダードを見極めて素早い情報シス
テムの構築が必要となる。
第4に｢ナレッジ･マネジメント基盤｣
の構築である。
企業基盤は物的資本(土地･設備･資
金)から知的資本(情報･知識･ノウハウ)
にシフトしている。業務系システムに
加えて知識系システムの構築が情報シ
ステム部門の重要な役割となってい
る。スピード×ナレッジが競争力の源
泉であることを見据えてナレッジ･マ
ネジメント(グループウェア導入はそ
の第一歩)に取り組まなければならな
い。 (図2)

多くの企業の情報システム部門で
は、日々の開発、保守、運用に追われ
ているのが現状であろう。しかしなが
ら現状に埋もれていては自部門の使命
の転換もできず、さらには企業そのも
のの存立基盤が危うくなることもメガ
コンペティションの時代ではあり得る
ことである。
まずはビジネスと融合した情報シス

テム戦略を(必要ならば外部スキルを
活用して)確立し、その遂行の過程で
部門内にプロフェッショナリテイを育
成すること。それが今、情報システム
部門に求められていることと考える。
(本稿はインフォメーション･マネジメント･

フォーラム'97での講演に基づいている) UN

徹底した顧客指向�
ビジネス･スピードの追求�

知識創造型企業への転換�

グローバル･スタンダード指向�
価値の創造�

情報技術による問題解決頭脳集団�

情報システム部門�

我々の使命はシステム開発ではない。問題解決なんだ。�

戦略的情報システム部門の実現
日本ユニシス株式会社

アドバンストコンサルティンググループシニアコンサルタント 山本正雄

サービス
アドバンスト･コンサルティング･サービス（9）

21世紀企業の条件�
戦略的情報システム�
部門の役割�

①徹底した顧客指向�
②ビジネス･スピードの追求�
③グローバル･スタンダード指向�
④価値創造�
　知識創造型企業への転換�

①ビジネス戦略と融合した情報シス
テム戦略の確立�
②顧客指向、ビジネス･スピード追
求の観点からの業務プロセス改革
の推進�
③グローバル･スタンダードへの転換�
④ナレッジ･マネジメント基盤の構築�

図1 情報システム部門の使命の転換

図2  21世紀企業の戦略的情報システム部門

新しい経済の時代と21世紀企業の条件

情報システム部門の使命の転換

戦略的情報システム部門の役割

戦略的情報システム部門を実現するために
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UN

日本ユニシスは業界1、2位のUNIX
ハードウェア･ベンダである｢日本サ
ン･マイクロシステムズ社｣｢日本ヒュ
ーレット･パッカード社｣からシステム
を、また業界1位のデータベース･ベン
ダである｢日本オラクル社｣からデータ
ベース･ソフトウェアの供給を受け、
それに当社開発のプロダクトおよび長
年の豊富な経験と実績のあるソフトウ

今号より3回にわたり、今後ますます重要な位置付けを占めるUNIXプロダクト

の中から｢USファミリ｣｢UnisysHPシリーズ｣および｢Oracle RDBMS｣の各製品の概

要と今後の方向性を紹介する。また、各号には主要プロダクトの提供元各社から

の寄稿を併せて紹介する。

本号では、89年より提供している｢USファミリ｣について紹介する。

ェア開発力やインテグレーション力を
付加することによって、お客様に最適
なソリューションを提供している。
納入後のハードウェア、ソフトウェ
ア保守についても、日本ユニシスのサ
ポート力によって、さまざまな障害の
発生を未然に防ぎ、万が一障害が発生
した場合でもお客様の業務に与える影
響を最小限に食い止めることができる。

日本ユニシスでは89年に｢USファミ
リ･モデル60/モデル330)｣などを販売
開始して以来、今日まで多数のワーク
ステーションおよびサーバを提供して
きた。
発売当時はCAD/CAMなどのエンジ
ニアリング分野へのワークステーショ
ンが主流であったが、ここ数年はエン

ジニアリング分野からビジネス分野へ
のサーバ出荷比率が増加している。
今後も大規模分散システム開発環境
である｢SYSTEMν[nju:](システムニ
ュー)｣をはじめ、｢OracleA P｣｢インタ
ーネット分野｣｢DSS分野｣｢Notes｣など
の基幹系/情報系業務に適応したシス
テムの提供を積極的に進めていく。

USファミリで現在提供しているワ
ークステーションは、エントリ･モデ
ルとして、T urboSPARCチップを搭載
したモデル｢105｣、またミッドレンジ
からハイエンドまでカバーするモデル
として、UltraSPARCチップ搭載モデル

｢120U/U30｣があり、主に3次元統合
CAD/CAMシステム｢CADCEUS｣、ハ
ウジング･システム｢H-CAD｣などを中
心に販売している。
各製品の概略仕様は表1のとおり。

一方、サーバの分野では、PCサー
バ分野からエンタープライズ･サーバ
分野までを広くカバーするUltraSPARC
チ ッ プ を 搭 載 し た モ デ ル
｢120U/U450/1000U/U10000｣などを提
供している。

従来からある｢プリンタ･サーバ｣｢フ
ァイル･サーバ｣｢データベース･サー
バ｣に加え、最近では普及が著しいイ
ンターネット分野、意思決定支援シス
テム(DSS)分野、情報系および基幹業
務など、より大規模、より上位での適

用に対応している。
また、エンタープライズ･サーバ｢モ
デルU10000｣はSMPアーキテクチャで
は業界最大の64CPU/64GBメモリが搭
載可能であり、性能はCPU数に応じた
スケーラビリティを発揮する。

ものまで広がってきている。
特に規制緩和によるビジネス上

のルールの変更や、同時に激化す
る価格競争への対応、新規製品の
短期間での市場投入、海外企業と
の競合や協業など、企業の生き残
りをかけた戦略を実現するために
は新しい環境への変化をいかに素
早く情報システムの側からサポー
トできるかが企業の成長を左右し
ている。
サン･マイクロシステムズは常に
時代の最先端の技術、革新的概念
を提唱し続けてきた。
Java、クライアント/サーバ･コン
ピューテイング、オープン･エンタ
ープライズ･ネットワーク･システム
などサンの提唱してきた技術や概
念は、常にお客様のビジネスの現
場が情報システムに要求している
柔軟性や、道具としてのコンピュ
ータをいかに業務で迅速かつ効率
的に活用するかを追求している。
つまりサンは今日の厳しい環境で
勝ち抜くためにどのようなコンピ
ューテイング･モデルが必要なのか
を提唱しているのである。
●強力なパートナーシップで築く

不透明時代を生き抜く情報シス

テム環境

これまで長期間にわたり日本ユ
ニシスと日本サン･マイクロシステ
ムズは販売協業を行ってきた。
これまで強力なパートナー･シッ
プでビジネスを行ってきたワーク

●スピードと柔軟性が強く

要請される情報システム

今日の激しい企業経営環
境の変化の中で、情報シス
テムに求められるものは、
システムの安定性や処理速
度だけでなく、変化に対す
る柔軟性や日常業務への最
新技術の早期活用といった

ューション展開での重点エリアは、
大規模UNIXシステムでの基幹系業
務システムの構築と、意思決定支
援システム(DSS)を実現するための
技術であるデータ･ウェアハウスの
分野でのビジネス展開である。
これらのエリアでは、日本ユニ

シスに過去の豊富な実績と経験が
蓄積されており、さらにサン･マイ
クロシステムズのサーバのスケー
ラビリティ、信頼性が飛躍的に向
上しているため、お客様に最適で
かつ早期のソリューション提供が
可能である。
すでに、三井物産やぴあなどの

事例に見られるように、基幹系･情
報系を構築するに当たって、日本
ユニシスではサン･サーバのハード
ウェア特性をご理解いただいてお
り、そのハードウェア能力を最大
限まで引き出すシステム構築を実
現して頂き、お客様の満足を頂い
ている。
過去の経験に裏打ちされた日本

ユニシスのインテグレーションの
技術と、最先端の技術を装備した
スケーラビリティと高信頼性をお
届けするサン･マイクロシステムズ
のサーバとの組み合わせにより、
不透明な1998年以降の日本での経営
環境において、変化を生き抜くた
めのネットワーク･コンピューティ
ング環境の実現を両社協力のもと
推進していきたい。

ステーションのみならず、
サーバにおいてもこれまで
以上の密接な連携体制でお
客様へベストなソリューシ
ョンをご提供できるように
さまざまな体制や連携作業
を強化している。
特にこれからの日本ユニ

シスとの協業におけるソリ

さらに、メインフレームの持つ論理
パーティショニング機能をサポートし
ており、ドメインを分けることで1台
のシステムで開発からテスト、運用ま
で同時に使用できる。
各製品の概略仕様は表2のとおり。

UNIXシステム｢USファミリ｣
日本ユニシス株式会社

サーバ企画推進部UNIXサーバ企画室課長 生井隆司

IT最前線
サーバの動向

ソフトウェア開発力、SI力で、最適なソリューションを提供

基幹系/情報系業務に適応するUSファミリ

CAD/CAMシステムの中核となるUSファミリ･ワークステーション

PCサーバからエンタープライズ･サーバ分野までをカバーするUSファミリ･サーバ

寄稿：日本ユニシスとともに情報の戦略活用を支援する
日本サン･マイクロシステムズ株式会社

取締役マーケティング本部長　細井洋一氏

細井洋一氏

表1  USファミリ･ワークステーションの概略仕様

表2  USファミリ･サーバの概略仕様

モデル名（サン名称） CPU（最大搭載数） 標準メモリ I/Oバス 性能

モデル105
（SPARCstation5)

TurboSPARC170MHz
（x1） 32MB SBus SPEC＿int95=3.32(1CPU)

SPEC＿fp95=2.91(1CPU)

TurboSPARC170MHz(1CPU)を搭載したエントリー･ワークステーション
モデル120U
（Ultra1/2）

UltraSPARC167/200/300
MHz(x1-2) 64MB-1GB SBus SPEC＿int95=12.3(2CPU)

SPEC＿fp95=20.2(2CPU)

UltraSPARC167/200/300MHz(1-2CPU) を搭載したミッドレンジからハイエンドをカバーするワークステーション
モデルU30
（Ultra30)

UltraSPARC248/297MHz
(x1) 128-512MB PCI SPEC＿int95=12.1(1CPU)

SPEC＿fp95=18.3(1CPU)

UltraSPARC248/296MHz(1CPU)を搭載したミッドレンジ・ワークステーション

モデル名（サン名称） CPU（最大搭載数） 標準メモリ I/Oバス 性能

モデル120U
（Sun Enterprise1/2)

UltraSPARC167/200/300M
Hz(x1-2) 64-512MB SBus SPECrate＿int95=219(2CPU) 

SPECrate＿fp95=254(2CPU) 

UltraSPARC167/200/300MHz(1-2CPU)を搭載したローエンドからミッドレンジをカバーするデスクトップ･サーバ
モデルU450

（Sun Enterprise450)
UltraSPARC248/296MHz
(x1-4) 128MB-1GB PCI SPECrate＿int95=422(4CPU) 

SPECrate＿fp95=561(4CPU)

UltraSPARC248/296MHz(1-4CPU)を搭載したワークグループ・サーバ
モデル1000/2000U

（Sun Enterprise3000-6000)
UltraSPARC167/250MHz
(x1-30） 0-256MB SBus/PCI TPC-C＝15,461(14CPU) 

TPC-C＝31,147(24CPU) 

UltraSPARC167/250MHz(1-30CPU)を搭載したミッドレンジからハイエンドをカバーするサーバ
モデルU10000

（Sun Enterprise10000)
UltraSPARC250MHz
（x16-64） 2GB以上 SBus TPC-D＝6,805.6Qppd

$/QthD＝$1,606(DB:300GB)

UltraSPARC250MHz(16-64CPU)を搭載したエンタープライズ・サーバ
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国際会議では、ブレークICC議長を
はじめ、日本からは荒木CIF会長、豊
田経団連会長、広瀬通産省機械情報産
業局長など、米国からはアダム国防次
官補、ウエスターハイドCALS/ISG会
長など、欧州からはヨーロピアン･コ
ミッションのメタキデス情報技術局長
をはじめとして英国のフルームICC事
務局長などの重鎮と各国の企業経営者
層が軒を連ねて講演を行った。
これらの講演を聞いた範囲で各国に
おけるCALSの動向をまとめると以下
のようなものであった。
日本では日本経済の長期ビジョンに
基づいて、21世紀へ向けた経済構造改
革、財政構造改革が推進されており、
その方策の一環として情報高度化施策
や商業CALSの展開がますます重要と
なっている。そのために、日本では通
産省、建設省、運輸省、防衛庁などが
中心となりCALS展開のための諸活動
を推進中である。また、企業経営にお
いては俊敏な企業経営がますます重要
となってきている。そのためには情報
技術をベースにして、CALSの慨念に
より秀逸なビジネス基盤を構築し、そ
れにより秀逸な製品サービスと人材を
生み出せるアジル性を強める活動を推
し進めている。
米国では、CALS/EDI/ECの統合が
進行中であり、その重点分野として教
育･産業･医療･国防などを取り上げて
いる。また、調達とロジスティクスの
統合による統合ライフサイクル･シス
テムへの展開も推進中である。
欧州ではCALS のECへの移行を推進
しており、国連の国際憲章にCALSの
慨念を取り入れることも検討中であ
る。
中国ではチャイナ･グローバル･ブリ

ッジ･ネットワークの構築などの基盤
技術構築を中心とした活動が行われて
おり、韓国では競争力維持の方策とし
て、大企業を中心とした産業分野への
CALS展開の諸施策を推進している。

1993年に米国で始まり、5回目を迎えるCALS EXPO Internationalが、今回日本

で開催されました(期間：97年11月4日から11月7日までの4日間、会場：ホテル日

航東京および東京ビッグサイト)。ちなみにCALS EXPO Internationalが米国以外の

国で開催されたのは、初めてのことです。

主催者側の発表では、参加国は日本をはじめ米国、カナダ、ヨーロッパ、およ

び韓国、中国、台湾など東南アジア諸国を含む計20カ国、会議参加者は約1,700名

で、そのうち170名が海外からの参加ということです。

展示会に関しては、45社40ブースが出展しました。内訳は、国内30ブース、海

外8ブース、主催者2ブースでした。また、展示会への入場者数は延べ10万人にも

のぼりました。

これは昨年の米国での入場者数と比べると実に40倍にあたり、開催準備の中心

的役割を果たしたCIFの尽力が実を結んだといえるでしょう。

今号から2回にわたってCALSについて取り上げますが、今回は、CALS EXPO

Interna tional 1997 Tokyo(以下：CEI97)の話題を中心に、各国CALSの動向と今後の

課題を紹介したいと思います。

CEI97の各セッションで議論された
内容から今後の課題を整理すると、以
下のような意見に集約される。
ICCのブレーク議長の総括による

と、商業CALSが実現する方向にあり、
CALS活動に進歩が見られるよ
うになってきた。今後、共に
学び合い、情報交換を行って
いくことが重要である。今回
の会議で広範なビジョンが示
されたが、今後は民間に注目
していく必要があるとの見解
が述べられた。
CALSヨーロッパを代表し

て、AECMAのメーソン氏が
CALSはビジネス化することで
はじめて意味がある。そのた
めに有用なツールを提供して
いく必要があると述べた。
英国のAPLSを代表してフル
ーム氏が、現在計画中の
CALS/ECセンターの構想を、
ワン･ストップ･ショッピング
を目指すものとして発展させ
ることが重要と述べた。
CALS Koreaを代表して韓国
CALS/EC協会のキム事務局長
が、エレクトロピアなどの具
体的なプロジェクトを推進し
ていくことやECRCの設立によ
り普及･啓蒙を継続していく必
要性があると述べた。
技術セッション総括の部で
は、栗原プログラム委員長が
技術セッションの総括を行い、

今後のCALSの展開をサプライ･チェー
ン･グローバル･ビジネスやエンタープ
ライズ･バーチャル･ビジネスを指向す
るものと捉え、実業務へのCALSの適
用により前述のようなビジネス形態の
具体的な成功事例を作っていくことが
必要であると結んだ。
これらの意見から、今後のCALS実
現の課題として、商業CALSへの展開、
CALSをビジネス化するためのツール
の整備、CALSのECとの融合とワン･
ストップ･ショッピングの実現、CALS
の啓蒙と普及のための機関充実、
CALSの具体的な成功事例を作る必要
性などが挙げられる。

CEI97の展示は東京ビッグサイトの
会場でCom Japanと併設の形で行われ
た。今回は国際イベントであることか
ら海外の出展社も多かった。一般に、
米国の展示は防衛分野の展示が中心で
あるが、日本の展示は民間産業分野の
展示が中心であった。
海外からSTEP TOOLS社、BOEING
社、FORMTEK社など9社の展示があ
り、STEP、PDM、I ETM、SGMLな
どのCALS関連最新ツールの製品が展

示された。
NCALSの展示は｢実証事業(火力発電
所ポンプシステム)｣の紹介と｢業種別
CALS｣の展示が行われた。国内の企業
からはCALS関連ツールやCALSの適用
事例の紹介があった。従来は技術紹介
的な展示が多かったが、今回の展示で
は｢業種別CALS｣の展示があったため
に、産業分野における実用システム的
な展示もみられたのが特徴といえる。

最後に、日本ユニシスの参加状況を
簡単にまとめておく。
国際会議の部では、技術セッション
の部で岸本朗佳が｢CALS関連標準｣の
トラックの座長を務めた。また、若鳥
陸夫が｢NCALSの電子化文書の共通基
盤確立を目指した派生DTDの導出｣の
講演を、渡部浩が｢STEP AP208基本デ
ータモデルによるライフサイクル管理
システムの実証｣の講演を行った。
展示の部では、(株)間組と共同で出
展し、マレーシアの世界一の超高層ビ
ル｢ペトロナス･ツインタワー｣の建設
時の施工管理システムにエージェント
技術を使ったモデルをシアターとパネ
ルで紹介して好評を博した。また、併
せてインターネットを用いたバーチャ
ル展示にも参加した。

＜注釈＞
＊CALS(Commerce at Light Speed)：光速電子
商取引

＊CIF(CALS Industry Forum)：CALS推進協議
会

＊NCALS(Nippon CALS Research Partnership)
：日本CALS技術研究組合

＊ECRC(Electronic Commerce Resource Center)
：米国CALS啓蒙普及機関

＊STEP(Standard for the Exchange of Product)
：製品データの交換･共有のための標準規格

＊PDM(Product Data Model)：製品情報管理
システム

＊IETM(Interactive Electronic Technical
Manual)：対話型電子マニュアル

＊SGML(Standard General ized Markup
Language)：文章の交換･共有のための国際
標準

＊US CALS/ISG(United States CALS Industry
Steering Group):米国CALS推進組織

＊APLS(Advance Procurement & Logistics
System)：先端調達･ロジスティクスシステ
ム

＊AECMA(Association Europeene des Const-
ructeurs de Materiel Aerospatial)：欧州航空
宇宙工業会

＊ICC(International CALS Congress)：国際
CALS推進委員会

CALS EXPO International 1997 Tokyo
日本ユニシス株式会社

新事業企画開発部市場開発室課長 横町政芳

IT最前線
What's EC/CALS ?（9）

各国CALSの動向

今後の課題

展示会

日本ユニシスの参加状況

ユニシス･ブース

チュートリアル(ホテル日航東京)

オープニングプレナリ(東京ビッグサイト)

技術セッション(ホテル日航東京)

技術セッション、クロージングプレナリ(ホテル日航東京)

11月4日(火)

A1 A2 A3 A4 A5

B1 B2 B3 B4 B5

C1 C2 C3 C4 C5

D1 D2 D3 D4 D5

CALS基礎講座�商用CALSとイ
ントラネット/エ
クストラネット�

ネットワーク�
コンピューティ
ング�

ネットワークと
セキュリティ�

ロジスティクス� 製品データ�
－CM/DM

レガシーデータ�BPR/CALS－コ
ンカレント･エ
ンジニアリング�

製品データ管理
－PDM

組織変革� BPR/CALS－
STEP変換技術
のBPR実践�

製品データ管理
－STEPの概要
と今後について�

電子マネー� BPR/CALS－エンタ
ープライズ･インテ
グレーション/ERP

BPR/CALS－業
務 分 析 手 法
IDEF�

文書管理� EC/EDI

CALS導入講座�

CALS関連標準�

CITIS

11月5日(水)

開会挨拶、来賓挨拶�

特別記念講演�

第1部：社会改革�

第2部：行政の取り組み�

第3部：企業の取り組み�

11月6日(木)

11月7日(金)

1.社会基盤�
　の改革�

2.NCALS
実証活動�

9.エレクトロ
ニックコマ
ース：
EC/EDI

7.ネットワーク
コンピュー
ティング�

2.NCALS実証
活動�

10.CALS関連
標準�

11.ロジスティ
ックス�

13.法的問題�

14.国際的な
エレクト
ロニック
ビジネス�

12.セキュリティ 

3.企業内
BPR

8.情報共有�4.企業にま
たがる
BPR

5.ヒューマ
ンアスペ
クト�

6.国際的な
サプライ
チェーン�

世界におけるCALS活動�
技術セッション総括�
フラッグ･ローテーション、閉会挨拶�

国際会議のプログラム

UN
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●情報の収集

モバイル･コンピューティングで一
線の最新情報を迅速に集める、または
CTI(Computer Telephony Integration)と
いう電話とコンピュータを統合化した
仕組みにより顧客、取引先の情報をデ
ータとして収集する。
●情報の蓄積

集められた情報は後で有効に使える
よう蓄えられなければならない。そこ
で日々収集された膨大なデータを蓄積
し、迅速に取り出すためにデータ･ウ
ェアハウスという仕組みが求められる。
●情報の取り出し･加工

蓄積された情報は自由に検索し、取
り出せる仕組みやデータとして分析･
加工できるものが必要となる。利用者
の自由な視点での容易な検索･加工の
ためにデータ･マートや多次元分析、
データ･マイニングなどの技術が使わ
れる。
●情報活用系インフラとしてのイント

ラネット

近年のWebやブラウザの技術は企業

最近新しい情報活用系のシステムを
実現するに当たってPCを使って構築
されるケースが多くなってきている。
ここには一見多種多様なPCの使われ

方があるように見えるが、今、企業内
において最新の情報技術を駆使した静
かなる革命が着実に進行している。

企業においてPCにどのようなこと
が求められ、どのようなシステムが構
築されようとしているのだろうか。端
的にいえば『情報を集める、貯める、
それを取り出す、加工する、そしてそ
れを日頃の仕事に生かす』、すなわち、
使い古された言い回しであるが『デー
タ処理から本当の情報処理へ』の実現
である。
最近話題となる技術やキーワードを
一連の流れで見てみると下図のように
なる。

内における情報活用系インフラの廉価
な構築を可能とした。一線で情報を容
易に引き出すインフラが企業内イント
ラネットである。
また一線に情報を提供したり、情報
を共有する仕組みとしてグループウェ
アなどが使われるが、今後モバイル･
コンピューティングや、顧客･取引先
に情報発信するWWW、エクストラネ
ット、アウトバウンド(外部発信)型の
CTIも有効となる。
●アプリケーションの流れ

これらはあくまでも技術的な仕組み
であるが、適用分野はどのようになる
のだろうか。アプリケーション的な切
り口として、最近よく話題となる
SFA(Sales Force Automation)を例にと
って見てみる。
SFAは一言では営業支援と訳される
こともあるが、これは一線からモバイ
ル･コンピューティングなどを使って
顧客の定量情報だけでなく、定性情報
も集める。またCTIにより、かかって
きた電話の発信番号から顧客情報を素
早く検索し、サービスの向上や顧客の
維持、定常業務の効率化を図る。収集
された情報はデータ･ウェアハウスに
集められ、必要に応じて総括的な多次
元的な分析や意思決定に使われる。個
人の中にだけあったノウハウも全社で
共有され、一線にはフィードバックさ
れた情報が個々の営業活動の確認、意
思決定に使われる。情報のフィードバ
ックがないと収集される情報の精度は
上がらないし、一線にとって利益の享
受がないと有効なものとはならない。

また、CTIを活用した営業活動は、
足で稼ぐ活動と相乗効果を生み効率
化･生産性向上が図れる。この背景に
は、当然これらの技術･仕組みを生か
せる組織や文化が必須であることはい

うまでもなく、また、全体を見通した
コンセプトが重要であり、各企業にお
ける企業戦略や組織と無関係ではあり
得ない。

それでは上記のようなシステムは現
実にどう構築するのか。
それには企業戦略や組織と密接な全
体構想が大切であるが、机の上で紙に
計画を書き、腕組みしていても何も始
まらない。構想が大きいほど、どこか
ら手をつけたらよいか分からなくなる
とよくいわれる。しかも次々に新しい
技術が出現し、いつまで待ってもそれ
は成熟･収束しそうにない。
それよりも今はまずそれらの仕組み
を使って何かをすることのほうが意味
を持つ。前述のような統合化を目指す
のはもちろん大切ではあるが、全体の
整合性を実現したり、より良い技術を
待ち続けることよりも、まず使い始め
て、そのメリットを早く享受すること
が重要である。
そのためには手軽に始められるPC

ベースの情報活用系システムを迅速に
構築することである。そして情報リテ
ラシー(情報活用能力)を高めることに
より個々のインテリジェンスを確立
し、ある種の自立分散型構造の企業へ
変化していく。
企業の競合力を早くつけて、強い企
業に一歩でも進めることであり、戦略
は立てることが目標ではなく、それを
実践することが重要である。
そうした方法をとらなければ情報活
用系システムは、いつまでも完成しな
いとも考えられる。そのため全体の構
想計画と個々の現実はいつも乖離があ
ることを前提として構築し続けること
である。ただし、ここには常に進化す
る技術を俯瞰し、把握する力が要求さ
れるのはいうまでもない。

先に述べたようなシステムの構築は
小さな投資で始められ、しかも投資効
果を早く検証できるやり方が良い。そ
れには小さなモジュールで作り始める
のが望ましい。かつ長期的な構想のも
とに将来にわたって同じアーキテクチ
ャで拡張できるものが最適である。そ
こでPCサーバ/PCクライアントによる
構築が意味を持ってくる。
まずは部門ごとに使えるレベルでそ
れなりに小さく導入する。一方にはバ
ラバラにならないかという心配やリス
クがあるが、早期に使うことによる効
果とのトレードオフである。技術的進
化、環境の変化に完璧に適応するもの
はいつまでもあり得ない。拡張性を考
慮した長期的見通しを持ち、プロトタ

イピングで構築すべきである。小さく
構築し、試用し、検証しながら大きく
育てていくことが、情報リテラシを高
めていく。
今やPCサーバは可用性、信頼性に
おいても日々進化しており、PCクラ
イアントもNetPCやNCなどのThin
Clientの登場により運用管理性やトー
タルな経済性が向上しつつある。家庭
用PCと明らかに異なった機能を持つ
ビジネスPCが登場してきている。こ
のビジネスPCが企業の要請を満たす
現実的な解となっている。
これがさまざまな分野において盛ん
にPCによるシステム構築が行われて
いる理由である。

＊短期間で構築、検証できる
＊多大な投資を必要とせず始められる
＊将来にわたり拡張性･互換性がある
この仕組みを実現する現実的な方法
としてビジネスPCによる構築がある。
PCの登場による静かなる企業内革命
は始まっている。そしてこれらの支援
に当たっては、単にハードウェアやソ
フトウェア･プロダクトを単体で提供
するだけでなく、広範囲の見識を持ち、
高い技術力と幅広いプロダクトとその

応用技術を提供できねばならない。
そして企業の課題やこれからの進む
べき方向性につき共に考え、その時点、
時点における｢最適解｣を求め続けるこ
とが何より重要である。
インフォメーション･マネジメント･
カンパニー、日本ユニシスはより良き
ビジネス･パートナーとしてこれまで
培った経験･ノウハウをベースに、よ
り的確に対応していく。 UN

PCによる情報活用系システムの構築
企業内における静かな情報革命

日本ユニシス株式会社
関西支社パーソナルコンピュータ営業部担当部長 圓丸哲朗

IT最前線
PCの動向

新しい情報活用分野で使われるPC

PCの適用される分野
PCベースの情報活用系システムを迅速に構築

小さく始めて大きく育てる－PCによる構築の意味－

静かなる企業内革命の鍵はビジネスPC
データ検索�

データ�
マイニング�

多次元分析�

NetPC
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データマート�
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サーバ�

Computer�
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新しい情報活用システム
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日本ユニシスは、Windows版統合
CAD/CAMシステム『CADCEUS for
Win』をベースにモールド(樹脂)金型
設計･製造の業務専用に開発した3次元
モールド金型設計･製造システム
『CADCEUS/MoldDesign(キャドシア
ス/モールドデザイン)』を、12月1日
より販売開始した。
『CADCEUS/MoldDesign』の特徴
は、以下の点にある。
＊製品モデリング、型割･駒分割、型
設計、さらに加工までの全工程をサ
ポートできる

＊『CADCEUS for Win』をベースとし
た日本ユニシスの自社開発ソフトウ
ェアであり、お客様のニーズに柔軟
に対応可能
主な機能は、①製品モデリング機能、
②キャビ･コア分割機能、③コアピン
作成･駒分割機能、④キャビ･コア加工
支援機能、⑤型設計支援機能、⑥プレ
ート加工支援機能など。
『CADCEUS/MoldDesign』を実現
するオプション･モジュールの価格は
100万円。

日本ユニシス情報システムは、イン
ターネット･サービス･プロバイダ事業
｢U-net SURF｣のダイアルアップIP接続
サービスの料金体系を平成10年1月1日
より大幅値下げ改定を実施した。
改定内容は次のとおり。
(1)基本時間の変更･追加(個人･法人)
＊現在個人、法人とも15時間に設定し
ている基本料金内時間を、基本料金
はそのままで、20時間に変更。

＊個人60時間、法人100時間の基本時

間を新設。
(2)従量料金の値下げ(個人、法人)
＊個人会員の基本接続時間を超える部
分の従量料金を30～50％値下げ。
＊法人会員向けにも従量料金を30％値
下げしたサービスを新設。
(3)LAN型ダイアルアップIP接続サービ
スへの新体系追加(法人)
＊ISDN128Kbps接続サービスを新設。
(マルチ･リンク･プロトコル)
＊共用ポートのエコノミ型64Kbpsで、

基本で100IDまで利用可能なサービ
スを新設。
なお現会員につき、現行基本料金内
時間15時間の契約は、平成10年1月1日
より自動的に20時間契約に更新され新
しい従量料金の適用が始まる。その他
のサービスに関しては別途手続きによ
りコース変更、入会が可能となる。
｢U-net SURF｣の各種サービスについ
ては、下記ホームページにてご案内し
ている。
http://www.uis.co.jp/ または
http://www.netsurf.ad.jp/

り、今回の寄贈はこのボランティア活
動を通じて、当社へ依頼されたもの。
今回のパソコン導入により、従来の
集合教育に加えて、パソコン貸出しで
個人の学習状況に合わせたマンツーマ
ン教育が可能となり、情報化対応教育
の一層の充実が期待されている。

日本ユニシスは、障害者･高齢者へ
の情報化対応教育を支援するため、社
会福祉法人城山町社会福祉協議会(神
奈川県津久井郡)へ10台のデスクトッ
プ･パソコンを寄贈した。
同協議会は、96年3月から福祉活動
の一環としてパソコン教育活動を開始
している。このパソコン教育活動は、
学校教育設備などの借用で短期間に集
合教育形態で行っていたが、受講者の
間から自らの状況に合わせた研修を進
めたいとパソコン貸出の要望が寄せら
れていた。
日本ユニシス社員は、休日や休暇を
利用して、同協議会へ地域ボランティ
アとしてパソコン教育に従事してお

ユニアデックスは、ファイアウォー
ル･セキュリティ･システム｢NetDefender
(ネットディフェンダー)｣の販売とサ
ービス提供を開始した。このシステム
はハードウェア、ソフトウェア、専用
OSからなるオールインワン型のセキ
ュリティ･システム。日本語対応して
おり、クライアント数(セッション数)
は無制限で、低価格で高度なセキュリ
ティを実現する。主な特徴は、①暗号
と認証による万全なセキュリティ機
能、②簡単なオペレーション、③ソフ
トウェアの書き換えが不要(透過性プ
ロキシ)、④豊富な認証のサポート、
⑤最新アプリケーションをサポート、
⑥多数のプロキシ(代理応答機能)の提
供、⑦業界標準ともいえる米国
NCSA(National Computer Security
Association)認可の高品質商品など。
｢NetDefender｣の標準価格は、

748,000円。 UN

分類1 分類2 SRA番号 名称
HMP IXシリーズ 言語･開発環境 AI20-0066 ESORT 19R1-1A
HMP IXシリーズ 言語･開発環境 AI20-0082 URTS 9R1-1A
HMP IXシリーズ 言語･開発環境 AI20-0072 UCS COBOL 8R1-1A
HMP IXシリーズ 言語･開発環境 AI20-0076 UCS FORTRAN 7R1-1A
HMP IXシリーズ 言語･開発環境 AI20-0074 UCS C 6R1-1A
HMP IXシリーズ 言語･開発環境 AI20-0078 LSS 10R1-1A
HMP IXシリーズ 言語･開発環境 AI20-0086 SLIB 1R5-1A
HMP IXシリーズ 言語･開発環境 AI20-0080 リンキング･システム7R1-1A
HMP IXシリーズ 言語･開発環境 AI20-0084 ELMS 3R1-1A
HMP IXシリーズ 言語･開発環境 AI20-0069 PADS1100 10R1-1A
HMP IXシリーズ データベース A9E0-3626 XRLOAD 4R1-1A
HMP IXシリーズ データベース A9C0-3616 UDS100コントロール8R1-1A
HMP IXシリーズ データベース A9CO-3624 UDS SFS1100 3R3-1A
HMP IXシリーズ データベース A9C0-3620 UDS RDMS1100 8R1-1A
HMP IXシリーズ データベース A9C0-3618 IRU1100 9R1-1A
HMP IXシリーズ データベース A9C0-3622 RSA 8R1-1A
HMP IXシリーズ データベース A9C0-3614 UDS DMS1100 15R1-1A
HMP IXシリーズ データベース A9C0-3628 RQA 8R1-1A
HMP IXシリーズ 日本語情報処理 AI20-0036 日本語処理ライブラリ3R5E
ITASCA･2200･1100 言語･開発環境 AI20-0085 SLIB 1R5-1A
ITASCA･2200･1100 言語･開発環境 AI20-0077 LSS 10R1-1A
ITASCA･2200･1100 言語･開発環境 AI20-0071 UCS COBOL 8R1-1A
ITASCA･2200･1100 言語･開発環境 AI20-0079 リンキング･システム7R1-1A
ITASCA･2200･1100 言語･開発環境 AI20-0073 UCS C 6R1-1A
ITASCA･2200･1100 言語･開発環境 AI20-0081 URTS 9R1-1A
ITASCA･2200･1100 言語･開発環境 AI20-0083 ELMS 3R1-1A
ITASCA･2200･1100 言語･開発環境 AI20-0065 ESORT 19R1-1A
ITASCA･2200･1100 言語･開発環境 AI20-0068 PADS1100 10R1-1A
ITASCA･2200･1100 言語･開発環境 AI20-0075 UCS FORTRAN 7R1-1A

分類1 分類2 SRA番号 名称
HMP IXシリーズ オンラインS/W AI20-0093 PDIRⅡ2R2-3C
HMP IXシリーズ オンラインS/W AI20-0094 XIS 3R5-2B
HMP IXシリーズ オンラインS/W AI20-0095 ACLES/ICCP 3R5-2B
HMP IXシリーズ オンラインS/W AI20-0096 ACLES/ASCOT 3R5-2B
HMP IXシリーズ オンラインS/W AI20-0097 ACLES/BASE 3R5-2B
HMP IXシリーズ オンラインS/W AI20-0098 ACLES/DTP 2R3-2B
HMP IXシリーズ システム運用･管理 A1E0-3639 統合運用システム(拡張IOF) IOF/RLS 2R2-6F
HMP IXシリーズ システム運用･管理 A1E0-3641 統合運用システム(拡張IOF) IOF/CTL 2R2-6F
HMP IXシリーズ 日本語情報処理 AI20-0037 字母字典ファイル作成プログラム5R3C
ITASCA･2200･1100 オンラインS/W AI20-0047 PDIRⅡ2R2-3C
ITASCA･2200･1100 オンラインS/W AI20-0049 XIS 3R5-2B
ITASCA･2200･1100 オンラインS/W AI20-0050 ACLES/ICCP 3R5-2B
ITASCA･2200･1100 オンラインS/W AI20-0051 ACLES/ASCOT 3R5-2B
ITASCA･2200･1100 オンラインS/W AI20-0052 ACLES/BASE 3R5-2B

ClearPathサーバ

ClearPathサーバ
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分類1 分類2 SRA番号 名称
ITASCA･2200･1100 データベース A4CO-3623 UDS SFS1100 3R3-1A
ITASCA･2200･1100 データベース A4C0-3613 UDS DMS1100 15R1-1A
ITASCA･2200･1100 データベース A4C0-3627 RQA 8R1-1A
ITASCA･2200･1100 データベース A4C0-3619 UDS RDMS1100 8R1-1A
ITASCA･2200･1100 データベース A4C0-3615 UDS100コントロール8R1-1A
ITASCA･2200･1100 データベース A4C0-3621 RSA 8R1-1A
ITASCA･2200･1100 データベース A4C0-3617 IRU1100 9R1-1A
ITASCA･2200･1100 データベース A4E0-3625 XRLOAD 4R1-1A
ITASCA･2200･1100 日本語情報処理 AI20-0003 日本語処理ライブラリ3R5E
HMP NXシリーズ 言語･開発環境 ANA0-0018 MAPPER 44.2
HMP NXシリーズ 日本語情報処理 ANA0-0002 住所カナ漢字変換ライブラリV44.2
HMP NXシリーズ 日本語情報処理 ANA0-0005 LBFIII V44.2
Aシリーズ 言語･開発環境 ANA0-0017 MAPPER 44.2
Aシリーズ 日本語情報処理 ANA0-0001 住所カナ漢字変換ライブラリV44.2
Aシリーズ 日本語情報処理 ANA0-0004 LBFIII V44.2

分類1 分類2 SRA番号 名称
USF OS関連 AUS0-0079 S-[J.]SOLARIS / S-SOLARIS 2.6
USF 言語･開発環境 AUS0-0080 STDL WSクライアント･キット1.4.1
USF データベース AUS0-0061 ORACLE8EE-PLUS 1USER 8.0.3.0.0
USF データベース AUS0-0062 ORACLE8EE-PRO*C 1USER 8.0.3.0.0
USF データベース AUS0-0057 ORACLE8EE-ANO 8USER 8.0.3.0.0
USF データベース AUS0-0056 ORACLE8EE-RDB 8USER 8.0.3.0.0
USF データベース AUS0-0064 ORACLE8EE-COBOL 1USER 8.0.3.0.0
USF データベース AUS0-0060 ORACLE8EE-NET8 CLI 1USER 8.0.3.0.0
USF データベース AUS0-0059 ORACLE8EE-PART 8USER 8.0.3.0.0
USF データベース AUS0-0058 ORACLE8EE-OBJ 8USER 8.0.3.0.0
USF 通信･オンラインS/W AUS0-0078 S-X.25 9.1
USF 通信･オンラインS/W ASF0-0861 Authenticator 1R1A
USF システム運用･管理 AUS0-0077 S-BACKUP 5.0

分類1 分類2 SRA番号 名称
ITASCA･2200･1100 オンラインS/W AI20-0053 ACLES/DTP 2R3-2B
ITASCA･2200･1100 システム運用･管理 A1E0-3608 統合運用システム(拡張IOF) IOF/RLS 2R2-6F
ITASCA･2200･1100 システム運用･管理 A1E0-3610 統合運用システム(拡張IOF) IOF/CTL 2R2-6F
ITASCA･2200･1100 日本語情報処理 AI20-0005 字母字典ファイル作成プログラム5R3C
HMP NXシリーズ ユーティリティ ANA0-0026 MailPlus! 3.0
HMP NXシリーズ 日本語情報処理 ANA0-0013 RPF移行ツール1.0
Aシリーズ ユーティリティ ANA0-0024 MailPlus! 3.0
Aシリーズ 日本語情報処理 ANA0-0012 RPF移行ツール1.0

分類1 分類2 SRA番号 名称
U6000 言語･開発環境 AU60-0012 DDA6000 3R2B
USF データベース ASF0-0890 ORACLE-ConText(A) 1USER 2.0.4.0.0
USF データベース AUS0-0084 ORACLE8-RDB 8U/20C 8.0.3.0.0
HPシリーズ データベース AHP0-0058 ORACLE8EE-PSO 8USER 8.0.3.0.0
HPシリーズ データベース AMHO-1241 ORACLE-ConText(A) 1USER 2.0.4.0.0

分類1 分類2 SRA番号 名称

オープン･プロダクト･システム

オープン･プロダクト･システム

USF システム運用･管理 AUS0-0073 DSmgr/MSゲートウェイ(M) 5.1.1
HPシリーズ データベース AHP0-0047 ORACLE8EE-PLUS 1USER 8.0.3.0.0
HPシリーズ データベース AHP0-0050 ORACLE8EE-COBOL 1USER 8.0.3.0.0
HPシリーズ データベース AHP0-0043 ORACLE8EE-ANO 8USER 8.0.3.0.0
HPシリーズ データベース AHP0-0045 ORACLE8EE-PART 8USER 8.0.3.0.0
HPシリーズ データベース AHP0-0046 ORACLE8EE-NET8 CLI 1USER 8.0.3.0.0
HPシリーズ データベース AHP0-0042 ORACLE8EE-RDB 8USER 8.0.3.0.0
HPシリーズ データベース AHP0-0048 ORACLE8EE-PRO*C 1USER 8.0.3.0.0
HPシリーズ データベース AHP0-0044 ORACLE8EE-OBJ 8USER 8.0.3.0.0
PC 言語･開発環境 APC0-0052 MF COBOL V4.0.20J
PC 言語･開発環境 APC0-0055 MF Execution Environment V4.0.20J
PC 言語･開発環境 APC0-0053 MF Dialog System V2.5.40J
PC 言語･開発環境 APC0-0054 MF OSX V2.5.40J
PC データベース APC0-0037 PRO*C W95/NT R8.0 8.0.3.0.0
PC データベース APC0-0036 SQL*Plus NT/95 R8.0 1L 8.0.3.0.0
PC データベース APC0-0035 Net8 PC 8.0 1L 8.0.3.0.0
PC データベース APC0-0034 O8EE NT AdNet OP 8U 8.0.3.0.0
PC データベース APC0-0033 O8EE WinNT R8.0 8U/20C 8.0.3.0.0
PC データベース APC0-0032 O8EE NT Part OP 8U 8.0.3.0.0
PC データベース APC0-0031 O8EE NT Object OP 8U 8.0.3.0.0
PC ユーティリティ APC0-0050 Clear2000/COBOL 2.0
PC システム運用･管理 APC0-0029 DSmgr/MSゲートウェイ(A) 5.1.1
PC 日本語情報処理 APC0-0010 XKP外字エディタ1R1A
PC 日本語情報処理 APC0-0011 XKP外字運用移行ツール1R1A
PC 日本語情報処理 APC0-0024 拡張漢字処理プログラム1R3C

分類1 分類2 SRA番号 名称
その他(知識,CAI,技術計算) 日本語情報処理 AFP0-0015 拡張漢字処理プログラム1R3C
その他(知識,CAI,技術計算) 日本語情報処理 AFP0-0006 XKP外字エディタ1R1A
その他(知識,CAI,技術計算) 日本語情報処理 AFP0-0007 XKP外字運用移行ツール1R1A

オープン･ソフトウェア

分類1 分類2 SRA番号 名称
PC 言語･開発環境 APC0-0038 GNOSIS-II 3R1A
PC 言語･開発環境 APC0-0045 STDL PCクライアント･キット1.4
PC データベース APC0-0056 Oracle ConTest Option 2.0.4.0.0
PC データベース APC0-0067 PO8 WinNT/95 R8.0 8.0.3
PC データベース APC0-0068 O8WinNT R8.0 5U/10C 8.0.3.0.0
PC 通信･オンラインS/W APC0-0058 FileXpress PC 4.1 3R2B
PC ユーティリティ APC0-0059 MailPlus! (PC) 1R2B
PC システム運用･管理 AQE0-1020 運用コンソール･システム3.0
PC 日本語情報処理 APC0-0043 LBFIII/Windows 1R3C
PC マイクロソフト製品 APC0-0069 Windows NT Server,Enterprise Edition 4.0
PC マイクロソフト製品 APC0-0073 MS Site Svr 2.0 Std/Ent 1R1A

分類1 分類2 SRA番号 名称
通信･オンラインS/W INFOConnect AFP0-0020 FileXpress PC 4.1 3R2B

オープン･ソフトウェア

日本ユニシス
樹脂金型設計･製造の全工程を支援する3次元CAD/CAMシステム

｢CADCEUS/MoldDesign｣を販売開始

日本ユニシス情報システム
｢U-net SURF｣ダイアルアップIP接続サービス

料金体系を大幅値下げ

日本ユニシス
城山町社会福祉協議会にパソコンを寄贈

PC教育を積極支援

ユニアデックス
ファイアウォール･セキュリティ

システム販売開始

12月発行SRA

1月発行SRA
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消費低迷が続く中、ヤマダ電機は年
率130～140％の急成長を続け、専門量
販店の地位を確固たるものにしてい
る。その成長の理由として、常務取締
役 経営企画室長兼システム事業本部
長 茂木　守氏は、｢1つは大都市圏以
外の量販店としてい
ち早く情報家電を展
開し、パソコン需要
の掘り起こしに成功
したことである。も
ちろん低価格や豊富
な品揃えに加えて消
費者へのアフターケ
アに注力したことも大きい。もう1つ
はPOSによるローコスト･オペレーシ
ョンの展開である。家電量販店は、ロ
ーコスト経営が最大の経営課題とされ
ており、当社では同業他者に先駆けて

POSを導入し、単品管理を中心とする
効率的な販売管理システムを構築･運
用してきたことが今日の成長を支えて
きた。今後も情報技術の活用を流通業
の勝ち残り戦略として位置づけ、時代
を先取りしたシステムの実現に努めて
いく｣と語っている。

同社では、昨年6月からPOSシステ
ムを全面的に切り替え、ペーパーレス
を指向した｢新店舗情報システム｣を稼
働させた。
このシステムは、本部側システム

(メインサーバ、本部サーバ･PCクラ
イアント)と全国104店舗(店舗サーバ
/POS)とをINSネット64を介して接続
されている。 (図1参照)

POSを売上用レジの機能としてだけ
でなく情報端末として活用するクライ

アント/サーバ型のシステ
ムにした点が大きな特徴で
ある。
茂木常務取締役は、新シ
ステムの狙いについて、次
のように語っている。
｢まず、店舗での事務的

作業負担をできるだけ軽減
し、営業に専念できる体制
を強化する。例えば、混雑
しても迅速に客捌きができ
るように面倒な処理や操作

を不要にしてPOSによる捌き時間を短
くする。このためには、領収書･保証
書の自動発行、印紙の自動登録、在庫
や売掛の管理、さらに店長が欲しいデ
ータをすぐ読み取れる仕組みが必要と
なる。
量販店ビジネスはスピードの勝負で
ある。トップや本部部門では最新の売
れ筋商品･死に筋商品や在庫データを
もとに迅速に次の手を打つ必要があ
る。そのためには正確な売上･在庫情
報をリアルタイムに把握できる仕組み
が必要となる。
また、将来のペーパーレス化の実現
にはデータの電子化、伝票の廃止が第
一歩であり、こうした仕組みを新シス
テムに作り込んでいる｣。

システムの主な機能と特徴は以下の
とおりである。
＊スピードある経営判断で販売強化

新システムの導入で、店別、全店部
門別速報、曜日別前年対比日報、注目
単品、店舗別売上などの販売支援情報
が提供できるようになった。これによ
って毎日の売上･在庫データをベース
に本部(社長、商品部門、販促部門な
ど)では的確･迅速な指示を各店舗に出
し、その日のうちに実行されている。
＊データを電子化、売上伝票を廃止

従来は5枚綴りの伝票を出力し、売
上に伴うデータの管理は伝票で行って
いたが、新システムでは、データを電
子化し顧客用の買上票と控えだけを
POSで出力し、他のすべてのデータは
POSにファイルし、逐次店舗サーバに
転送し、本部サーバで管理する仕組み

になっている。
これによって、店舗では伝票レスが
可能になり、控え伝票をスキャンする
だけで必要情報の検索ができる。
＊顧客登録の簡素化

店舗での顧客登録については、電話
帳CD-ROMを利用し誰でも簡単に素早
く正確に新規顧客住所登録ができる。
＊棚卸業務の改善

ハンディ端末で商品をスキャンし入
力した実棚在庫と店舗サーバの論理在
庫とを照合することで、店舗内の棚卸
業務を完結できる。これによって誰で
も簡単に棚卸しができ、棚卸し処理の
高速化を実現している。

同社では、物流効率化を目指して昨
年5月に一括物流方式を導入した。同
社が仕入れる商品はメーカーからすべ
て直接委託業者の商品センターに納品
され、ここで仕訳されて各店舗に一括
して配送する仕組みである。家電メー
カーの販社や系列卸を通さない画期的
なシステムである。
同社ではPOSの刷新と並行して、こ
の一括物流に対応した新物流システム
を構築し、運用を開始した。
このシステムは、本社～各メーカー
～商品センター～店舗をネットワーク
化し、店舗での検品作業の効率アップ
(ノー検品、ノー伝票)および商品在庫
の削減、またメーカーの物流コストの
削減などを実現した。 (図2参照)

今後の課題について、茂木氏は｢今
回のシステムでは店舗別、商品別など
さまざまな切り口から売上状況やトレ
ンドを把握することが可能になり、売
上向上に大きく貢献するものである。
今後は例えば商品ごと、店舗ごとの
収益が瞬時に把握できるシステムを目
指したい。こうした点を意識した新し
いマーチャンダイジング･システムの
構築もすでに検討を進めている｣と語
っている。
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ヤマダ電機
大手家電量販店のヤマダ電機では効率経営を推進するため、店舗作業の負

荷軽減と売上データのリアルタイム把握を目指した｢新店舗情報システム｣お

よび、新たに導入した一括物流の効果を高め、一層の物流効率化を実現する

｢新物流システム｣の運用を開始した。

■株式会社ヤマダ電機
◆83年創立以来、わずか15年間に急成
長した大手家電量販店である。97年
度売上高は1,700億円を見込み、2001
年には3,000億円を目指している。店
舗展開地域は北関東を中心に仙台～宮
崎まで全国展開を推進中。

◆本社＝群馬県前橋市日吉町4-40-11
◆設立＝1983年9月

◆代表者＝山田　昇社長
◆売上高＝1,700億円(97年度見込み)
◆店舗数＝104店(97年12月現在)
◆従業員数＝1,192人(97年3月現在)
◆使用機種＝UNIXサーバ｢HP9000/
D200｣(2台)、AQUANTAシリーズ約
100台、POSシステム約200台ほか

｢新店舗情報システム｣｢新物流システム｣を運用
時代を先取りした情報化戦略で成長基盤を支える

流通情報システム

今後は収益把握が可能な仕組みをさらなる効率経営を目指し
POSシステムを一新
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図2  新物流システム概要図

POSの活用で効率経営を推進

新店舗情報システムの構築で
販売力を強化

新物流システムも稼働
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